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Ⅰ　は　じ　め　に

　民事裁判は主張と証拠の争いである。裁判で勝利するためには，当事者

は自分の主張を客観的に証明できる証拠を確保しなければならない。それ

ができなければ，証明責任のルールによって敗訴が待ち受けている1)。新

民事訴訟法およびその後の改正法（平成 8年，平成13年）は，当事者の証

拠収集方法の拡充を最重要課題に掲げ，いまやそのための新しい法整備が

されている。訴えの提起前における照会・証拠収集の処分（民訴132条の

2），当事者照会（同163条），文書提出命令（同219条以下）などが，その

主たる手続である。これらは，現行法の認める正規の証拠収集方法である。

これに対し，その裏側ともいうべき「非正規」の証拠収集の方法として，
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 1） 加藤新太郎編『民事事実認定と立証活動　第 1 巻』224頁〔須藤典明〕（判タ
社，2009年）など。
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「違法収集証拠」が知られている。何が「違法」かというと，この種の事件

の当事者は，相手方または第三者に対して，その実体法上の権利や法益を

侵害する，特に憲法（人格権），刑法・民法等の制裁規定に違反するような

反社会性のある手段を用いて証拠を収集して，これを訴訟で用いて勝訴を

たくらんでいる，したがって，こうした違法行為によった証拠申出は訴訟

上，許してはならない，という問題意識である。この問題について現行法

は特に規定していないが，現在の支配的な見解は上記のような考え方から，

違法行為によって収集した証拠申出は証拠能力を欠くものであり，裁判所

は却下決定もって当該証拠を排除すべきである，と解する。では，それは

どのような場合か。これについて，東京高裁は昭和52年の判決で，証拠取

得に「著しい反社会的な手段」が用いられ相手方の人格権が侵害されたよ

うな場合は，即，違法であるとして（東京高判昭和52年 7月15日判時867号

60頁，判タ362号241頁，東高民事報28巻 7 号162頁），この採否基準は現在

もなお多くの裁判例や教科書等でも引用される2)（この基準を「昭和52年

基準」とよぶ。）。しかし最近の裁判例において，そうした実体法違反の行

為だけを問題視するのではなく，収集された証拠情報の内容にも焦点を向

けて，証拠採否を判定するというアブローチをとる裁判例がみられる。同

じ東京高裁の扱った損害賠償請求事件であるが，同高裁は平成28年の判決

において，一般的命題として，証拠収集の方法とともに，被侵害法益およ

び証拠の重要性などを総合考慮して判定するという基準を掲げて，非公開

の大学内委員会の審議を秘密裏に録音した録音体は違法収集証拠であると

認め，その提出は信義則に反するとして，証拠から排除している（これを

「平成28年基準」とよぶ。）。このような総合考慮に基づく採否基準は有力学

説もすでに同様の考え方を説いているところであり3)，同判決はそれに同

 2） 住吉博・判批・昭和52年度重判解説137頁，春日偉知郎・判批・判タ367号191
頁，池田粂男・民訴百選（第 2版）208頁，小島武司・民訴百選Ⅱ（新法対応補正
版）272頁，松本幸一・民訴百選（第 4版）146頁。
 3） 小林秀之『新証拠法［第 2版］』135頁（弘文堂，1998年），伊藤眞『民事訴訟
法［補訂第 2版］』302頁（有斐閣，2002年），渡辺武文「証拠に関する当事者行為 →
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調したものともみられるが，同様の採否基準をとる裁判例は，ほかにも認

めることができる。

　個人のプライバシーや企業・団体の機密・営業情報といわれる法益に対

する社会の意識や認識もはるかに高くなり，民訴法典だけをみても，私生

活の重大な秘密や営業秘密は，訴訟記録の閲覧制限事由（民訴92条 1 項 1

号・ 2号），提訴前の照会および当事者照会の禁止事由（同132条の 2第 1

項 2号・ 3号，163条 6 号），証言拒絶事由（同196条・197条）などとして

明文で規定されている。他方で，特に文書提出命令（民訴220条 4号）にお

いては， 4号に列挙された除外文書に関して，文書の所持者側の情報保持

の利益と，それを書証としてその提出を求める申立人側の利益が衝突する

多くの事件において最高裁判例が示され4)，学説も盛んに議論を重ねてい

る。こうした裁判例や議論の動向は，この法定外の証拠収集の分野にも何

らかの影響があっても不思議ではない。

　いまひとつ，正規外の証拠収集分野の近時の動きとして，この種の問題

が争われた事案を扱った裁判例が，従前よりも相当に増加している傾向が

認められる（TKC判例検索を参照）。この種の証拠収集はその「違法性」を

考えると，本来は増加してはならないはずであり，先例もその証拠採用に

よって，違法行為が拡大する事態を早くから危惧していた（例えば，後

掲・盛岡地判昭和59年 8月10日判時1135号98頁，判タ532号253頁）。ところ

が平成20年頃から，この種の裁判例が増加しており，しかも，その事件分

野は，後述するように，労働事件や家庭事件で多くみられる。職場と家庭

は人間生活の重要な基礎である5) が，これが法定外の証拠収集と何らかの

の規律─証明妨害，違法収集証拠の証拠能力を中心として」新堂幸司編集代表『講
座民事訴訟法　第 5巻』159頁，177頁以下（弘文堂，1985年），三木浩一・笠井正
俊・垣内秀介・菱田雄郷『民事訴訟法』249頁（有斐閣，2013年）など。小林教授
は，総合的な比較衡量と称される。同・前掲書137頁。
 4） 裁判例の動向とその分析については，中丸由紀「文書提出命令の審理・判断に
おける秘密保護と真実発見」判タ1444号28頁以下に詳しい。
 5） 沖野威「労働事件における本案訴訟と仮処分との役割」鈴木忠一・三ケ月章監
修・木川統一郎ほか編『新・新実務民事訴訟講座　11』19頁（日評，1982年）。

→
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係わりがあるのだろうか，それとも，従前の危惧予測が当たり，この種の

証拠収集という「違法」な事態が進んでいるのだろうか。以上のような問

題関心をもって，このテーマについて裁判例を中心に若干の考察を試みる

ことにした。

Ⅱ　東京高裁平成28年 5 月19日判決

1　事案の概要

（ 1）第一審・横浜地判平成27年12月15日 TKC/DB 25542757（関東学院大

学事件）

　事案はつぎのとおりである。被告・Y大学の事務職員である Xが，上司 2人から

パワハラ，セクハラを受けたとして，大学ハラスメント防止委員会に上司らを被申

立人として，ハラスメントの調査および認定を申し立てたところ，委員会は適切な

措置を執らず，むしろ職員側委員の発言（Xの方こそパワハラである，社会的に未

熟であるなど）によって Xは名誉を毀損され，報復人事の恐怖にさらされたとして，

Yの安全配慮義務違反，使用者責任を主張して，損害賠償請求訴訟を提起した。Xは

委員会の議事の録音テープの反訳書を証拠提出したが，Yは，それは無断録音であ

り，違法収集証拠であると争った。Xは，録音テープ（ 2枚の CD-ROM）は，平成

25年 2月27日になって，匿名の第三者から学内便によって一方的に提供され受け取っ

たにすぎない，委員会の各委員の人格権侵害に自分は関与していないし，録音テー

プは，委員会の議論の内容をそのまま録音したにすぎず，誘導等の著しく反社会的

な手段を用いて収集されたものではない，その証拠能力は肯定されるべきであると

主張した。

（ 2）横浜地裁は，①委員会は，委員の自由な発言を保障するため非公開とされ，議

論を録音しない運用とされおり，本件テープは，何者かによって無断で録音され，

不法に収集された証拠である。委員会が取り扱う案件は，個人の尊厳を不当に傷つ

ける社会的に許されない言動で（防止規程 2条），個人情報の中でも秘匿されるべき

必要性が特に高く，漏洩により新たな人権侵害を生じかねず，委員の守秘義務もそ

のためである（防止規程13条）ことに照らすと，無断録音の不法性の程度は極めて
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高い。②本件テープを証拠として認めると，委員会の議論の無断録音という不法行

為を助長しかねず，セクハラ等を申し立てた者の個人情報が漏洩し，委員会の議論

が萎縮してその機能を十分に発揮できなくなるおそれがある。③本件テープは匿名

の者から学内便で送られてきた旨の Xの供述は，客観的証拠がなく，供述内容も抽

象的・不自然で，直ちに信用できない。Xは委員会の決定を知る権利はあっても，防

止規程ないし委員会規程上，議論の内容まで知る権利は認められない。Xが無断録

音に関与していないという事情は，テープの不法性を低減しない。そして裁判所は，

本件テープを証拠とすることを認めることは，訴訟法上の信義則に反するというべ

きで，証拠能力を認めることはできず証拠から排除する，したがって，証拠はなく

なり，Xの請求を全部棄却した。X控訴。

2　判　　　旨

（ 1）控訴審・東京高判平成28年 5月19日 TKC/DB25542758（関東学院大

学事件）

（1）東京高裁は，一般的命題をつぎのように述べる。（ア）「民事訴訟法は，

自由心証主義を採用し（247条），一般的に証拠能力を制限する規定を設け

ていないことからすれば，違法収集証拠であっても，それだけで直ちに証

拠能力が否定されることはない」。（イ）しかし，「いかなる違法収集証拠も

その証拠能力を否定されることはないとすると，私人による違法行為を助

長し，法秩序の維持を目的とする裁判制度の趣旨に悖る結果ともなりかね

ない」。（ウ）そこで，「民事訴訟における公正性の要請，当事者の信義誠実

義務に照らすと，当該証拠の収集の方法及び態様，違法な証拠収集によっ

て侵害される権利利益の要保護性，当該証拠の訴訟における証拠としての

重要性等の諸般の事情を総合考慮し，当該証拠を採用することが訴訟上の

信義則（民事訴訟法 2条）に反するといえる場合には，例外として，当該

違法収集証拠の証拠能力が否定されると解するのが相当」とする。

（2）（ア）Xによれば，本件録音体は，平成21年 7月 7日の委員会の審議内

容が録音されたものであり，本件録音体である CD-ROM2枚の入った差出
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人無記載の封筒が，平成25年 1 月31日（前掲・第一審の期日「 2月27日」

が訂正された。筆者），学内便により Xに届けられたというが，そうする

と，本件録音体は，非公開の手続で，録音をしない運用の委員会の審議内

容を無断で録音したもので，その審議は第一次申立てに係る。しかし第一

次申立ては，平成21年12月 7 日，委員長から Xに対し，第一次決定（同年

6月22日付け通知）をもって委員会の最終的結論は伝えられ，他方，Xの

本件録音体の取得は，録音時から約 3年半後，第一次申立ての最終的終局

からでも約 3年 2か月後であり，これについても，また差出人不明者から

の送付というのも，いかにも唐突で不自然であるとして，Xが本件録音体

を取得した経緯に関するその供述はにわかに採用できないとする。加えて，

Xは，本件無断録音の日（平成21年 7 月 7 日）から 8日後の委員長らと X

との面談内容を無断録音しており（同月15日），本件録音体および面談内容

の無断録音体を所持し，各反訳書を証拠提出していることに鑑みると，本

件録音体の無断録音についても Xの関与が疑われるとする。

　（イ）委員会は，ハラスメント関係者のセンシティブな情報や事実関係を

扱い，その認定判断の客観性，信頼性を確保するには，審議の「自由な発

言・討議の保障」の必要がある一方，ハラスメントの「申立人・被申立人

および関係者のプライバシーや人格権の保護」も重要課題の一つで，各委

員の守秘義務，審議の秘密は欠くことができない。したがって，「委員会に

おける審議の秘密は，委員会制度の根幹に関わるものであり，秘匿される

べき必要性が特に高い」。Xは，争点（1）に係る主張（委員の発言による

Xの名誉毀損，侮辱および人格権侵害）との関係で，それを裏付ける直接

証拠として本件録音体を提出するところ，「本件録音体が平成21年 7月 7日

の委員会審議を録音したものであることについては，同審議に係る2009年

度第 4回ハラスメント防止委員会記録からはにわかに認めることはできず，

他にこれを認め得る的確な証拠はないから，その証拠価値を認めることが

できない」とする。

（3）（ア）以上により，「委員会の審議内容の秘密は，委員会制度の根幹に
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関わるものであって，特に保護の必要性の高いものであり，委員会の審議

を無断録音することの違法性の程度は極めて高いものといえること，本件

事案においては，本件録音体の証拠価値は乏しいものといえることに鑑み

ると，本件録音体の取得自体に Xが関与している場合は言うまでもなく，

また，関与していない場合であっても，Xが本件録音体を証拠として提出

することは，訴訟法上の信義則に反し許されないというべきであり，証拠

から排除するのが相当である」とする。

　（イ）さらに Yは，甲30号証の録音体の反訳書も違法収集証拠であり証

拠から排除されるべきであると主張する。甲30号証は，Xが委員長等の面

談時（ 7月15日）の内容を無断録音したものであるが，録音対象の「面談

内容は委員会の審議の結果の伝達であって，それ自体の秘密性は高いもの

ではなく，また，委員会制度の根幹に関わるものとして秘密とすることが

要請されるというものでもないこと，同面談で保護されるべき秘密は主と

して X自身に関わる事項で…，X自身が当該事項の秘密性を放棄して証拠

として提出すること自体は信義則に反するとまではいえない」として，そ

の証拠能力を否定しなければならない程の訴訟法上の信義則違反があると

はいえないとする。以上のように判示して，東京高裁は，Xの請求はいず

れも理由がなく，原判決は相当として，控訴を棄却した6)。

3　若干の考察

（ 1）原審は，委員会審議の非公開，しかし，X提出の録音テープに面して

不法な証拠収集と推認する。そして，ハラスメント防止委員会の規程（ 2

条，13条）から，同委員会審議の秘密に高い法益を認め，これを，無断録

音の不法性程度の判断に結び付けている。その証拠採用は無断録音を助長

し，申立人の個人情報の漏洩，委員会機能の不全という弊害が予想され，

証拠と認めることは訴訟法上の信義則に違反するとみる。

 6） 本件について，水町勇一郎「ハラスメントの調査・認定申立てに対する調査委
員会の不設置等の配慮義務違反性」ジュリ1496号 4 頁参照。
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（1）本件は，「何者か」による取得事案であるが，取得行為の反社会的手段

を問う昭和52年基準は，取得者も取得行為も特定しがたい事案には適さな

いように思われる。それゆえに原審は，委員会審議の秘密，つまり非公開

原則に対する違反行為に高い不法性を認めたのであろう。

　（ア）当事者自身は証拠取得に直接関与せず，「何者か」が取得した証拠

の写し（コピー）を入手した先例は，何件かみられる。名古屋高決昭和56

年 2 月18日判時1007号65頁では，労働事件（地位保全仮処分等請求控訴事

件）において，申立人 Xが証拠提出した，相手方 Y社の取締役人事部長 A

の職務上の手帳の写しの証拠能力が問題になった。同手帳は，Xの支援団

体の出席者（13名）との団体交渉の席で Aが机上に忘れ，支援者の誰かが

持ち出し，その後に返却，Xはその写しを入手して証拠提出した。同高裁

は，①証人の証言拒絶権（民訴旧280条以下。現196条・197条に相応）を指

摘して，「当該書証が正当な保持者の意思に反して提出者により取得され，

かつ，これを証拠として取調べることでその者あるいは相手方当事者の個

人的秘密が法廷で明らかにされ，その人格権が侵害されると認められる場

合」（私的な日記帳，手紙など），その書証を証拠方法とすることは許され

ないが，②本件手帳は，何者かが持ち去り，コピーをしたことは認められ

るが，X本人の行為とは疎明されず，供与されたことは推認できても，実

体法上何らかの違法行為とはいえない。③手帳の内容は，Aが Y社の人事

部長としてその職務上の出来事や行事予定を記載したもので，「これを証拠

として取調べることによって Aの私的領域に関する事項が公けにされ，そ

の人格権が侵害されることにはなるとは認めがたいし，相手方 Y社との関

係においても，…重大な法益の被害を惹起するものとも考えられない」と

して，Xの証拠申出を採用した。同高裁は，①，②で X本人の実体法上の

違法行為が確認できず，③で X提出の書証（手帳のコピー）の証拠調べに

よる人格権侵害の有無を検討して，Y社への重大な法益侵害は認められな

いとして，証拠採用している。

　（イ）同じく労働事件であるが，（a）被告・電力会社の組合活動による差



（　 ）

豊田：いわゆる「違法」な収集証拠

87339

別的扱いを理由とする原告・労働者らの損害賠償請求訴訟で，原告が被告

会社の支店労務課の専用キャビネットに保管されていたはずの社内文書

（支店労務係長作成の「労務管理懇談会実施報告」）のコピーを証拠提出し

た事案で，一方当事者が自らまたは第三者と共謀・第三者を教唆して他方

当事者の所持文書を窃取するなど，信義則上これを証拠とすることが許さ

れないとするに足りる特段の事情がない限り，真実発見の要請その他の諸

原則に照らし，文書は原則として証拠能力を認めるのが相当で，単に第三

者の窃取した文書という事由のみでは証拠能力は否定されないとした判例

（神戸地判昭和59年 5 月18日判時1135号140頁（関西電力事件））7)，（b）被

告会社の労務課副長が，本店労務部主催の火力発電所労務課長会議に出席，

その結果報告のために作成，自身の職務印，所長らの回覧印が押捺された

火力発電所労務課長会議報告書のコピーが原告らから提出された事案で，

同報告書（コピー）が手続の公正を害する程の違法手段で得られた証拠は

なく，同副長は証人として原本の存在・成立を特に争わず，原本の存在・

成立を認めうる，証拠採用，取調べは不相当ではないとした判例（名古屋

地判平成 8年 3月13日判時1579号 3 頁，判タ926号120頁（中部電力人権侵

害・思想差別撤廃訴訟第一審判決））がある。両事件とも請求の（一部）認

容判決がされたが，争われた当該文書は請求を基礎づける決定的な証拠と

して事実認定に用いられている。

　（ウ）同様の事案は，行政を相手とした事件でもみられる8)。（a）長野県伊

 7） 林昭一・民訴判例百選（第 4版）140頁。
 8） 仙台市の住民らが，同市が旧国鉄から買い受けた土地の開発計画に基づき，同
土地を賃借して建物を所有する被告会社（学校法人）および仙台市長らに対し，
地方自治法242条の 2 により仙台市に代位して建物収去土地明渡等請求訴訟を提
起，書証（市役所内の会議，市と旧国鉄の職務上の打合せの概要，土地共同開発
計画への応募の審査結果）を証拠提出した事案で，裁判所は，民事訴訟の実体的
真実の追求も，より高次の法益のために譲歩を余儀なくされる場合もあり，「当該
書証が窃盗等正当な保持者の意思に反する違法行為によって取得され，かつ，こ
れを証拠として取り調べることによって，証拠申請者以外の者の人格権等や公益
等の重大な法益が侵害されると認められる場合，これを証拠方法とすることは許 →
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那市が設置し，被告・観光株式会社（代表者は市長）がその指定管理者に指定され

ている山荘について，被告と管理運営業務委託契約を締結していた元管理人が，被

告に対し，同施設につき賃借権確認等を求める本訴，被告が損害賠償請求の反訴を

提起した事件で，原告が市の顧問弁護士の市長宛て意見書（借地借家法の適用およ

び対応策の記載）のコピーを証拠提出した事案で，裁判所は，原告が犯罪行為で入

手したと認めるには足りないとする（長野地諏訪支判令和元年 5 月30日 TKC/DB 

25567222）。（b）被告・市図書館の歴史教科書除籍廃棄処分について，原告である執

筆者らが船橋市および図書館勤務の司書に提起した損害賠償請求訴訟で，原告らの

提出した教育委員会の事情聴取の文書コピーについて，裁判所は，証拠資料からそ

れを排除すべき特段の事情は認められず，原本を確認できる被告の不抗争の態度を

考慮すると，形式的証拠力や信用性を排除しなければならないものではないとする

（東京地判平成15年 9 月 9 日民集59巻 6 号1579頁）。

　（エ）以上の先例からは，通常の書証手続の経過であって，特に「何者

か」の取得行為や当事者の入手経緯について，昭和52年基準の検討はみら

れない。東京高判平成28年の録音体が委員の人格権を侵害した（Xの主張）

と解し得るかは疑問であるし，「話された言葉」に人格権を認めるドイツ判

例の考え方9)がわが国で通用するかも検討の余地があろう。そこで原審は，

当該録音テープに面して，委員会の非公開運営を前提に，「何者か」の手続

規範（防止規程 2条・13条）違反を考えたものと解される。これは正当と

思われる。同旨の先例がある。

されない」が，本件原告らが各書証を窃盗，横領または地方公務員の守秘義務違
反等の違法行為により取得したことを認めるに足りる証拠はなく，またその取調
べにより，事案解明の期待利益に優越する重大な法益が侵害されるとは解せない
とする（仙台地判平成 8年10月29日 TKC/DB 28033556）。

 9） 当事者間の電話通話を傍で聴いた第三者の証人申請の適否について，一般的人
格権を侵害しても訴訟上利用できるかが争われ，連邦憲法裁2002年10月 9 日決定
（BVerfGE 106,S.28ff.），連邦裁2003年 2 月18日判決（NJW2003,S.1727ff.）は，一
般的人格権の侵害と法律上保護された利益の比較衡量により，正当防衛のような，
人格権を侵害しても証拠調べの利益保護の観点が必要であり，証拠方法の確保と
いう利益だけでは足りないとして，それを認めていない。

→
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（2）元夫 Xが基本事件（不貞による損害賠償請求訴訟）の代理人・弁護士

に提出した陳述書の原稿である大学ノートについて，訴外・元妻Aが窃取，

被告 Y男が取得した事案において，東京地裁は，①乙 4号証の大学ノート

は，その記載内容・体裁，甲 6号証の Xの陳述書の記載内容との比較対照

の結果，X本人の供述を総合すると，Xが甲 6号証の陳述書の原稿として

弁護士に対し差し出したものか，またはその手元控えであり，そのような

文書は，「依頼者と弁護士との間でのみ交わされる文書であり，第三者の目

に触れないことを旨とする」ものである。乙 4号証は，訴外・A女が Xと

別居後に X方に入り，密に入手して，Yを介して，Y訴訟代理人に預託し

たものと推認される。②そうすると，乙 4号証は，「その文書の密行性とい

う性質及び入手の方法において，書証として提出することに強い反社会性

があり」，信義誠実の原則（民訴 2条）に反するもので，そのような証拠申

出は違法であり，却下を免れないとする（東京地判平成10年 5 月29日判タ

1004号260頁）。

　（ア）本件の問題は，Aが Xの住居に侵入して大学ノートを窃取した行為

（刑法130条・235条）よりも，ノートに記された基本事件に関する情報が Y

に取得され，Y代理人弁護士が反対尋問でそれを利用している点にあると

思われる。当該文書の「性質」について，高橋教授は，アメリカ法の弁護

士・依頼者間の通信秘匿特権およびワーク・プロダクト理論の観点から，

証拠能力を否定した判旨に賛成される10)。弁護士職の職務上の秘密は法律

上も絶対的に保護されており（民訴197条 1 項 2 号），裁判所は，そうした

民事訴訟の基本原則（弁護士職の守秘義務）に直接係る文書の窃取は，そ

れだけで重大な違法性が認められると解したものと思われる。また裁判所

は，元妻Aの違法行為を介してYが同文書を取得したとものと推認し，ノー

ト中の Yに有利な記述内容を用いた Y代理人弁護士による尋問を許容し難

い行為と非難している。この点に認められる弁護士職の信義誠実義務（弁

10） 高橋宏志『重点講義　民事訴訟法　下』48頁注34（有斐閣，2004年）。
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護士職務基本規程 5条，14条，74条）の違反，および奸策的な証拠取得に

対して，裁判所は「強い反社会性」という評価をしているものと思われる。

　（イ）以上によれば，東京地判平成10年は手続規範（広義）に違反した証

拠収集に対して，その証拠排除を認めた裁判例とみることができる11)。そ

して裁判所は，強い反社会性のある証拠取得およびその利用を理由にして，

昭和52年基準を適用して証拠却下できたのではないかと思われる。ただし，

同基準がもっぱら取得局面の実体的違法性を考えるとの大方の理解にたて

ば，裁判所は，排除基準として学説では有力な信義則（民訴 2条）違反の

非難を加えたのかもしれない12)。

　ところで，「違法」として手続法規違反も含めるとなると，拡充された

「正規」の証拠収集手続（民訴法132条の 1 以下，219条以下など）に対し

て，それを採らなかった理由も問われることになろうが，「正規」手続があ

るとして，直ちに「正規外」の証拠収集の不許容を一般的に導くべきでは

ないと考えている。なお，間渕教授は証拠収集の訴訟法違反を認められる

11）「違法な」証拠方法の適法性についての民訴法に規定はなく，各証拠方法につ
いての訴訟規定から検討したドイツ学説として，H・ディルヒャー説（その後に
ボヘミア大学教授）（H.Dilcher,Die prozessuale Verwendungsbefugnis,ein Beitrage 
zur Lehre vom,,rechtswidrigen"Beweismittel,AcP 158,S.469ff.,475ff.）が知られてい
る。この学説と問題点については，間渕清史「民事訴訟における違法収集証拠
（一）」民商103巻 3 号470頁以下に詳しい。
12） 信義則説は，山木戸克己『民事訴訟法論集』65頁（有斐閣，1990年），上村明
広「違法収集証拠の証拠適格」岡山法学32巻 3・ 4号371頁，井上繁規「日米両国
におけるビデオテープの裁判への導入（下）─機能と問題点─」判タ643号26頁，
門口正人『民事証拠法大系　第 2巻』93頁〔内堀宏達〕（青林，2004年），秋山幹
男ほか『コンメンタール民事訴訟法Ⅳ』23頁（日評，2010年），兼子一原著・松浦
馨ほか『条解民事訴訟法　第 2版』1377頁〔竹下守夫〕（弘文堂，2011年），二宮
照興「違法収集証拠の論点覚書─弁護士の視点から─」伊藤眞ほか編『栂善夫・
遠藤賢治先生古稀祝賀　民事手続における法と実践』503頁（成文堂，2014年）な
ど。もっとも，堀清志「民事訴訟における違法収集証拠についての覚書」臨床法
務研究14号 8頁以下は，「信義則」概念は相当にバリエーションをもって用いられ
ていると指摘される。信義則説，総合考慮説，（総合的な）利益考量説の違いはそ
れほど明瞭ではないが，加藤新太郎『民事事実認定論』334頁（弘文堂，2014年）
は利益考量説にたって，これらの説を検討される。
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が13)，それらは上述の重大な手続法規違反とは区別してよいのではなかろ

うか。

　（ウ）第一審，控訴審とも訴訟法上の信義則違反（民訴 2条）をあげてい

る。同概念の多義性にもよろうが，その視点は異なる。第一審は，仮に録

音テープを証拠として認めた場合のマイナス効果を予測して，そこから証

拠として認めることは信義則違反という。これに対し控訴審は，一般的命

題においては第一審と同旨を述べるが，事案の検討に当たっては，当事者

の証拠「提出」という行為の面から信義則違反を考えているように思われ

る。先例においては，第一審型よりも控訴審型が多い。そしてどちらの類

型にも，総合考慮（また複数事項を考慮する考え方）を説く判例が一部に

みられる。

（a）第一審型では，①解雇された元従業員の未払い給与等の支払請求訴訟で，被告

会社の関係者とのメール，会議議事録の証拠提出について，その証拠「採用」は信

義則に違反しないとする判例（後掲・東京地判令和 2年 6月11日労判1233号26頁，

労経速2431号18頁（AQソリューションズ社事件））がそれである。他方，②賃借人

（旅館女将）の債務不存在確認訴訟で，原告提出の被告・賃貸人らとの会話の無断録

音について，無断録音は不法手段であり，法廷での証拠許容は信義則，公正原則に

反するとして証拠能力を否定する判例がある（大分地判昭和46年11月 8日判時656号

82頁）。

（b）控訴審型では，当事者の証拠「提出」の信義則違反を認めず証拠採用した判例

として，①元従業員らが時間外手当請求訴訟で，無断持出し・証拠提出した設備管

理作業日報につき持出行為を許容した判例（後掲・東京地判令和 1年 7月24日判タ

1418号178頁（新栄不動産ビジネス事件）），また，②元従業員の職務発明対価請求訴

訟（特許旧旧35条 4 項）で，被告会社の特許権ライセンス契約等に関する社内文書

13） 間渕清史「証拠能力」民訴法の争点（ 3版）212頁。これに対して，杉山悦子
「民事訴訟における違法収集証拠の取扱いについて」高橋宏ほか編『伊藤眞先生古
稀祝賀論文集　民事手続の現代的使命』317頁（有斐閣，2015年），高田裕成ほか
編『注釈民事訴訟法　第 4巻』429頁注48〔名津井吉裕〕（有斐閣，2017年）。
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について，自己に有利な証拠として用いることを許容した判例（後掲・東京地判平

成26年 6 月20日 TKC/DB25446856（リコー職務発明対価請求事件）がある。このほ

かに，③元夫から元妻の不貞相手男性に対する損害賠償請求訴訟で，訴外・元妻の

携帯電話のメール・写真等を無断取得，元妻がこれを争わないとき，書証利用に信

義則違反はないとする判例（東京地判平成27年 3 月17日 TKC/DB25525367），また，

④宗教法人日蓮正宗の被包括宗教法人であった S寺の元住職から同法人代表役員に

対し，非教師らとの指導会での名誉棄損発言を理由とする損害賠償請求訴訟で，同

会出席の証人Wの証言につき，Wは会の参加資格を有し，被告の発言は秘密漏泄罪

の「秘密」でもなく，仮に被告の攻撃材料確保の意図があったとしても，その証言

が信義則に反するとは認められないとする判例（大津地判平成10.1.19判時1657号

105頁）がある。他方で，証拠「提出」の信義則違反を認めた判例として，⑤本件東

京高判平成28年および⑥東京地判平成10年がある。

（c）総合考慮（または複数事項の考慮）による考え方は，信義則を説く判

例の一部に認められる点で，むしろ「信義則説」で括るのが一般的と思わ

れる。しかし控訴審型は総合考慮によって証拠採否を判定し，その結果を

誠実義務から検証・追認する働きを，信義則によって行っているように思

われる。他方，第一審型の①では，証拠「採用」を証拠「提出」と言い換

えても，信義則違反はないということもできるのではなかろうか。この点

では，第一審型の②の大分地判昭和46年が，信義則と公正原則を揚げてい

る点が注目される。横浜地判平成27年が危惧するマイナス効果以上に，当

該訴訟で危惧すべきことは，「裁判の公正」（民訴 2条）が損なわれないか

という問題ではなかろうか。学説も，一般的に違法収集証拠に関して公正

な手続原則を重視する14)。公正な裁判とは，裁判所が，当事者双方に十分

14） 公正な手続原則を重視する学説として，河野正憲『民事訴訟法』487頁（有斐
閣，2009年），梅本吉彦『民事訴訟法　第 4版補正』775頁（信山社，2010年），三
木浩一・笠井正俊・垣内秀介・菱田雄郷『民事訴訟法』253頁（有斐閣，2018頁），
伊藤・民訴法374頁。なお，名古屋地判平成 8 年 3 月13日判時1579号 3 頁，判タ
926号120頁（中部電力人権侵害・思想差別撤廃訴訟第一審判決）は，被告会社の
労務課副長の文書のコピーの取得について，「手続の公正」を害する程の違法手段 →
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な攻撃防御方法の提出あるいは意見陳述の機会を与え，それらの資料を的

確に判断して適正な判断をすることであり15)，またフェアネスの理念16) が

指摘される。東京高判平成28年も一般的命題を説く際に「公正性の要請…

に照らして」と述べているが，それならば一貫して，証拠提出は「裁判の

公正原則および信義則原則」の観点からも許されないと判示してよかった

と考える。

（ 2）控訴審は，一般的命題として，民事訴訟における公正性，当事者の信

義誠実義務に照らして，①当該証拠の収集の方法・態様，②侵害される権

利利益の要保護性，③訴訟における証拠としての重要性等の諸般の事情を

総合考慮して，証拠採用が訴訟上の信義則（民訴 2条）に反する場合，例

外として証拠能力は否定されるとする。

（1）「平成28年基準」の具体的な考慮事情として，同高裁は，①は，匿名者

から録音体を入手した経緯についての Xの供述への疑問，審議会（平成21

年 7 月 7 日）から 3年以上経過後の取得という取得時期の供述の不自然さ

と証拠の欠如，さらに委員長面談（ 7月15日）の無断録音で露呈した Xの

常習性から，X自身による無断録音を疑い，そうでないにしても，証拠提

出の信義則違反の評価に変わりはないとする。②の事情について，同高裁

は，審議の秘密は委員会制度の根幹に関わることを強調して，保護の必要

性は特に高いとする。これは，審議の秘密運営（防止規程 2条，13条）を

前提に，その会議情報の保護を重視したものと解される。しかし③の事情

について，同高裁は，別の証拠（同じ期日の委員会記録）によって，録音

は当該期日の審議内容とは直ちに認め難いとして，その証拠価値は認めら

れないとする。Xの録音体の提出は，その請求を基礎づける Yの安全配慮

の証拠はないとする。
15） 兼子一原著・松浦馨ほか・条解27頁〔新堂幸司・高橋宏志・高田裕成〕。
16） 中野貞一郎・松浦馨・鈴木正裕編『新民事訴訟法講義　第 3版』25頁〔中野〕
（有斐閣，2018年）。フェアネスの理念については，谷口安平「民事裁判とフェア
ネス」谷口安平・坂元和夫『裁判とフェアネス』 3頁（法律文化社，1998年）参
照。

→
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義務違反，使用者責任を示す事実を証明するためであろうが，同高裁は，

Xの立証の必要に基づく提出証拠の証拠価値を，別の証拠によって認めな

かったものと解される。

　以上の総合考慮から，同高裁は，本件録音体に証拠価値を認めず，証拠

排除という結論を導いたものであろう。③の証拠価値の判断は，請求棄却

を決定づけている。上述したように，東京高判平成28年は採証基準として

総合考慮説をとったものと解する。また裁判所が証拠提出・採用を検証・

追認し，特に証拠採用のマイナス効果に対しては，「裁判の公正および訴訟

法上の信義則（民訴 2条）」を掲げるのが相当ではないかと考える。

（2）（ア）総合考慮説による裁判所の審理方法を考えると，①の事情の考慮

は，昭和52年基準と重なろうが，②の事情（相手方の侵害法益の要保護性）

や③の事情（証拠としての重要性）の考慮となると，昭和52年基準につい

てのそれとは相当に異なるように思われる。昭和52年基準の場合，裁判所

は，当該証拠の取得手段や態様について，その著しい反社会性，相手方の

権利や法益の侵害を回顧的に調べて，その証拠能力を肯定したうえで，証

拠調べに進み，証拠価値を判断する（民訴247条）ことになろう（前掲・東

京高判昭和52年参照）。このような審理方法については，証拠能力は「ある

か無いか」の択一的な判断という理解（後掲・谷口説を参照）がなじみ易

い。また証拠能力は，有形物を証拠方法として用いることのできる適性と

みる多数説17) とも調和的な審理方法に思われる。

　（イ）これに対し，平成28年基準によると，とりわけ③の訴訟における

「証拠としての重要性」という事情の考慮は，当該証拠の証拠価値（信用

性）までも（仮に予見的審査としても）判断することになろう。「重要性」

の内容の理解によっても，審査の深度に違いがあるかもしれない。そうす

ると，このような審理方法は，証拠能力について，一定の証拠資料を事実

認定のために用いうる適格とする有力説18) の方が調和的かと思われる。こ

17） 兼子一『民事訴訟法体系〔増補版〕』240頁（酒井書店，1972年）。
18） 三ケ月章『民事訴訟法〔補正版〕』420頁（弘文堂，1981年）。
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れは，ある程度の証拠調べを進めてみて19)，証拠能力の問題も決着すると

いう審理方法になるのであろう。

　例えば，東京地判令和 2年12月 9日 TKC/DB 25586816は，被告 Y（X社

東京事務所代表）が原告会社 X（ビルメンテナンス業務等）に在職中に，

架空・虚偽請求，背任行為により損害を与えたとして，X社が Yに対して

本訴・損害賠償請求，Yは反訴で自ら負担した債務の求償請求をした基本

事件で，Xは16件の被害・損害金を列挙して，Yの署名・押印もされた，原

告訴訟代理人の作成した確認書，および X・Yの電話の無断録音を証拠提

出した。録音内容は，上記確認書の記載内容について，Yが同行為を認め

るものである。これに対し Yは，X社代表者の脅迫・詐欺により無理やり

同確認書に署名したもので，確認書の内容に信用性はないし，録音は，代

表者が誘導的に話しを進めて秘密裏に録音したもので，悪質な証拠収集方

法であると主張した。裁判所は，Yの陳述・供述を裏付ける的確な証拠が

なく，むしろ X代表者の各確認書の作成経緯についての陳述・供述は，そ

の骨子につき信用できるとして，Yの架空請求，背任行為の事実を認定す

るとともに，Xによる無断の電話録音は，それだけでは証拠能力は否定さ

れないとする。ここでは，確認書の記載内容の信用性判断が，無断録音の

証拠能力の判断に先行している。また後掲・東京地判令和元年 7月24日判

タ1418号178頁（新栄不動産ビジネス事件）は「証拠能力及び信用性」とい

う小見出しを掲げて問題を検討しており，両概念およびその問題の「連続

性」20) または「一体性」21) ともいうべきものがうかがえる。

19） 無断録音テープの証拠調べについて，木川統一郎・馬越道夫「民事訴訟におけ
る録音テープの証拠調」判タ237号34頁，36頁は，証拠能力の有無は，その証拠方
法を使用するための前提要件という性質は尊重しつつ，「ある程度まで証拠能力を
肯定する心証をえたときは」，テープを取り調べてよいと説かれる。
20） 刑事訴訟法の証明力と証拠能力について，池田修・前田雅英『刑事訴訟法講
義』302頁（東大出版会，初版，2004年）は，両者は元来は証拠の異なる場面を問
題としているが，「連続的な面」も有すると指摘される。
21） 間渕・前掲・争点同頁は，谷口説（「証拠方法ないし証拠資料が事実認定に用
いられる適性」）を引用して，これが一般的とされる。しかし，両概念は原則とし →
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（3）先例中に，当該証拠の証拠価値を認めない点では東京高判平成28年と

共通するが，証拠却下の決定をしていない判例がある。家族間の相続事件

を扱った東京地判平成24年 3 月27日 TKC/DB 25492779がそれである。

　被相続人 F女が死去（平元年），その遺産相続において，長女 B，二女亡 G（平17

年死去）の夫 A，亡長男 Hの 2人の子 C・D，二男 Eの間で争いが生じた。本件土

地は亡父 Jが元所有，遺産相続で妻 Fが 3分の 2，二男 Eが 3分の 1を相続，その

旨所有権移転登記がされた。Fは，自筆証書遺言によって，本件土地の 6分の 1を

Eに，その余の 6分の 5を長女 Bおよび二女 Gに，各 2分の 1の割合で相続させる

とした。これに対し Eは，父 Jの遺産相続の際，将来の F死亡時には，土地全部を

Eの所有とすることが相続人全員の間で合意されており，遺言書の検認後は，その

合意により BおよびGは遺言で相続した各相続持分を Eに贈与し，同人らの各相続

持分の現権利者はEであると主張した。本件土地の時価相当額は 1億7,180万円ない

し 1億7,708万円の範囲内にある。そこで，①亡G（二女）の夫 Aは，他の当事者全

員に対し，相続部分は亡 Gの遺産であることの確認請求（甲事件），②長女 Bも同

遺言により，また Gの死亡でそれぞれ土地の一部を相続したとして，他の当事者全

員に対し，自己ないし亡 Gへの持分一部移転登記手続を請求（乙事件），③ Cおよ

び Dは遺留分減殺請求の意思表示，他の当事者全員に対し，主位的に土地の共有持

分に基づく持分一部移転登記手続等の請求（丙事件），④これに対し，本件土地上に

建物を所有し居住する Eは，甲事件で敗訴した場合に，他の当事者全員に対し，F

との間で本件土地の賃貸借契約を締結したと主張して，予備的に土地賃借権の存在

確認を請求した（丁事件）。

（a）東京地裁は，（ⅰ）贈与契約の有無について，同契約は，書面で行われたもので

はなく，父死亡時の合意によって，本件遺言の検認期日（平 2年 7月30日）後に原

告 Bおよび亡 Gが，各相続持分を贈与したと Eは主張するが，「仮に，そのような

合意があったとすれば，被相続人 Fが B・亡 G各相続持分を B及び亡 Gに相続さ

せるとの遺言をしたこととは明らかに矛盾する」。Eは検認期日前に遺言を開封して

て区別され，例外的事案において「一体的」に扱われているのではないかと考え
る。

→
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その内容を知っていたのに，同期日までに贈与契約が締結されなかったのも不可解

で，「仮に，Eが，真実，B及び亡 Gから贈与を受けたのであれば，当然その旨の登

記をし，贈与税の申告をすべきところ，Eがかかる手続を行おうとした形跡はない」，

かえって Bらの遺言書の履行要求に対し，「Eが怒り出して話し合いにならなかった

との事実が認められ」るとして，「以上の認定事実に反する Eの供述は信用できず」，

Bらから各相続持分をそれぞれ譲り受けたとの Eの主張事実を認めることはできな

いとする。

　（ⅱ）これに対し Eは，贈与契約を裏付ける証拠として，亡 Gの夫 Aの申し立て

た Gの遺産分割調停申立事件（東京家裁）の第 7回調停期日（平18年 6 月 7 日）に

おいて，Bが，B・亡 G各相続持分について，「私は Eにその持分を譲り，妹である

亡 Gも Eにその持分を譲ったとの理解であることから，亡 Gの遺産にはあたらな

い」旨発言したと主張する。同地裁は，「しかし，Bは，Eから任せてくれと言われ

たためそれまで同事件の調停期日に出頭したことはなく，上記調停期日は Eから指

示されて初めて出席したものであり，かつ，Eは，調停の場に Bと同席し，更に E

は調停委員会と Bとのやり取りのすべてを密かに録音していた（弁論の全趣旨，顕

著な事実）のであるから，Bの上記発言は同人の自発的なものとは認め難く，その

発言を重視することはできない」とする。

（b）また Eの家事調停期日の録音データおよびその反訳書について，Bの違法収集

証拠の却下申立てについて，同地裁はつぎのように「付言」して判示する。（ⅰ）

「個々の証拠の証拠能力を認めるか否かについては，結局のところ，その違法性の程

度（被侵害利益の重大性や侵害態様の反社会性の程度等）や当該証拠の価値等の諸

要素を比較考量して判断せざるを得ない」。本件では Eの無断録音によって，「当事

者の重要な権利・利益が侵害されたと直ちに認めることはできない」が，他方，「上

記証拠の証拠能力を無制限に認めれば，今後かかる行為を助長し，廃止前の家事調

停法が家事調停手続を非公開とし（家事事件手続法も同様），もって家事事件の円

滑，迅速な紛争解決をめざそうとした趣旨を没却するおそれがあ」り，そうすると，

上記証拠は「違法集証拠であるとして，その証拠能力自体を否定することはできな

いけれども，少なくとも，その提出者に有利となる事実を認定する証拠として用い
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ることはできないとの限度で，これを肯定するのが相当」とする。（ⅱ）また Aは，

時機に後れた攻撃防御方法であるとしてその却下を求めるが，「上記証拠は，書証と

して直ちに取調べが可能なものであり，これを取り調べたからといって，本訴訟の

完結を遅延させることとなると認め」られず，却下は相当でないとする。

　（ⅲ）そして東京地裁は，Aの請求は一部認容，Bの請求は全部認容，Cらの請求

は一部認容，他方，被相続人 Fとの賃貸借契約は通謀虚偽表示により無効として，

Eの請求を棄却する判決をした。

（c）本件の東京地裁は，（ⅰ）違法収集証拠の判定基準として，①証拠の違

法性（被侵害利益の重大性，侵害態様の反社会性の程度等），②証拠価値の

諸要素を「比較考量」するという。その「要素」は，総合考慮説の揚げる

考慮「事情」とおおむね重なるが，証拠の提出（採用）の信義則違反は述

べていない。

（ⅱ）同地判は，Eの援用する，調停期日の Bの贈与発言について，それ

を自発的と認めず，重視できないとする。これには 2つの「他の証拠」が

考えられる。ひとつは，調停手続の B発言は，同地裁に同じく係属してい

る乙事件の原告・Bの請求内容とは正反対の内容だからであろう。もうひ

とつは，Eの本件遺言書に関する態度の違法性の判断によるものと推測で

きる。裁判所は，Eの検認前の遺言書の開封（民1004条 3項・1005条），お

よび Bらの遺言書の履行要求に対する履行拒絶を認定する。このうち，前

者は過料に処せられる行為であり（民1005条），後者は，仮にそれを遺言書

の隠匿とみれば，相続人の欠格事由にもなりかねない（民891条 5 号）22)。

Eの調停期日の秘密録音は，本稿の参照判例でも最たる手続法規の違反行

為といえようが，これを「裁判所に顕著な事実」として，不要証事実と

扱っている点は特徴的である。

　（ⅲ）同地裁は，当該無断録音により，当事者の重大な権利・利益の侵害

22） 民法891条 5 号の趣旨について，最判昭和56年 4 月 3 日民集35巻 3 号431頁は，
遺言に関して著しく不当な干渉行為をした相続人に対して相続人となる資格を失
わせるという民事上の制裁を課そうとするものであるという。



（　 ）

豊田：いわゆる「違法」な収集証拠

99351

は認められない，同証拠を肯定することによるマイナス効果として，同種

行為の助長，非公開手続（家事手続33条）による紛争解決機能の低下をあ

げる。そして当該無断録音の扱いについて，「Eに有利となる事実認定の証

拠として用いない」限度で，違法収集証拠として認めるという。証拠能力

は「認めるか認めないか」の択一判断23) という理解に対して，これは，証

拠排除はしないで，しかし，その提出証拠を Xの有利には使わせない旨判

示したものと解される。わが国の実務の評価として，証拠能力は否定せず

に，証拠価値は低く評価する方法がいわれる24)。それと同じ扱いになるが，

本件の場合，裁判所は乙事件以外の係属事件の審理もあって，証拠排除は

しないと判断したものかと推測する25)。Xに対する「有利な証拠利用の禁

止」は，裁判所が当該証拠を取り調べないという趣旨にはならないであろ

う。同地裁が，それを直ちに取り調べることができるとして，Aの申立て

を却下したのも，その狙いによるのであろう26)。

23） 谷口・福永編・注釈民訴法（6）証拠（1）23頁〔谷口〕（有斐閣，1995年）。
24） 谷口教授は，「真実探求の要請」に対する制限を最小限にとどめる立場の考え
方として批判される。谷口・福永編・前掲書同頁〔谷口〕。これに対して高橋教授
は，証拠能力を否定した場合の紛糾を懸念した実際上の考慮を指摘される。高橋・
重点講義47頁。
25） 証拠却下決定をしていない先例として，後掲・仙台高判昭和62年 7月10日判タ
660号190頁参照。また被告・大学病院に入院・加療中に 3歳男児を失った両親が
病院に対し第一審では診療契約上の債務不履行による損害賠償請求，審理過程で
担当医師が両親の承諾なしに男児の遺体から肝細胞を採取したことが判明，両親
が控訴審で不法行為に基づく固有の慰謝料請求を追加併合したという事件の控訴
審であるが，福岡高裁宮崎支判平成12年 2月 1日判タ1045号240頁は，当該証拠取
得は死体解剖法17条・19条に反する違反行為であると指摘，私法上も被控訴人（両
親）の追悼の感情を違法に害する不法行為であり，控訴人の医療過誤，違法な標
本採取，その後の対応の一連の不法行為について，被控訴人それぞれに300万円の
慰謝料の支払いを命じた。証拠排除をしなかったのは，追加併合された慰謝料請
求権についてさらに審理するために，当該証拠資料は必要であったためであろう。
本件について，佐藤雄一郎・判批・年報医事法学17号167頁参照。
26） 知財高裁平成24年 9 月26日判決判時2172号106頁，判タ1407号167頁は，「医療
用可視画像の生成方法」という名称の特許権の専用実施権者である控訴人会社（原
告）がその使用差止請求（特許100条 1項）等を求めた基本事件の控訴審で，控訴 →
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Ⅲ　総合考慮による証拠採否

　裁判例をみると，昭和52年基準がそのまま適用されているケースは多く

ない。しかし家庭事件では，同基準の一部である取得行為の「著しい反社

会的手段」を揚げる裁判例は多く認められる。これに対し，総合考慮説な

いし複数事項を考慮する裁判例は，労働事件を中心にみられる。これらの

判例は，「証拠としての重要性」または「証拠価値」を考慮事項に揚げて証

拠採否を決し，その判断を信義則（民訴 2条）に違反しないかという観点

から検証している点で共通性が認められる。これらの先例を検討してみる

ことにする。

1　不法行為事件　　仙台高判昭和62年 7月10日判タ660号190頁

（ 1）第一審である盛岡地判昭和59年 8 月10日判時1135号98頁，判タ532号

253頁は，東京高判昭和52年とともにこのテーマではよく知られた先例であ

るが，判定基準としておそらく最初に総合考慮の考え方を明らかにしてい

るのではないかと思われる。ただし，労働事件ではなく，不法行為事件

（交通事故）の事案である。

　事案は，17年前のひき逃げ交通事故の被害者の遺族 Xが，訴外・第三者 Cの取得

した無断録音テープ・反訳書を証拠として，事故車両の運転者と名指しされた被告

Y1，その勤務会社 Y2，上司 Y3に対し損害賠償請求訴訟を提起したというケースで

ある。訴外 Cにより自動車内およびホテルで秘密裏に録音された供述は，Cと被告

Y1およびその同乗者・訴外 Aらが遭遇した「何ものか」への衝突事故に関する会話

であるが，Y1らは，同録音テープ・反訳書はいずれも不知の間に秘密に録音され，

しかも誘導・恫喝を加え，精神的肉体的自由を奪って供述を強制し録取したもので，

人が口頭弁論終結の 2日前になって初めて，控訴人の元・技術スタッフで，現在
は被控訴人の社員である者の陳述書について，違法収集証拠であると主張したの
に対して，時機に後れたものとして却下し，また同陳述書の内容に機密保持違反
はないと判示する。

→
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違法収集証拠として証拠能力を有しないと主張した。

（1）盛岡地裁は，（ア）一般に被録取者の同意を得ない録音は，プライバ

シーを侵害する違法な行為である。違法な手段方法で入手した証拠の証拠

能力について，「公平の原則に照らして，かかる証拠を事実認定の資料に供

することが著しく信義に反すると認められる場合」，それは否定すべきであ

り，「証拠の入手方法に強度の違法性が認められる場合には，将来の違法行

為の抑制の見地からも」同様である。（イ）しかし，訴訟における真実発見

の要請をも考慮すると，一般的人格権侵害のみで直ちに証拠能力を否定す

るのは妥当でなく，「会話の内容自体が個人の秘密として保護に値するか否

か，とりわけその内容が公共の利害に関する事実か否か，訴訟において当

該証拠の占める重要性等を総合考慮したうえ」その証拠能力の有無を決す

るのが相当である。（ウ）こうした一般的命題に続けて，本件録音は，Y1

らの発言内容を同人ら不知の間に録取したもので，その供述内容は長年秘

匿されていた同人らの犯罪行為に関わり，「重大な公共の利害に関する事

実」で，かつ本件訴訟中に占める「証拠としての重要性も非常に大き」く，

同録音テープは証拠能力を有するとする。

（2）盛岡地裁は，（イ）では会話内容について，個人の秘密の要保護性，証

拠の重要性を総合考慮するとして，（ウ）では不知の間の録音にすぎず，精

神的肉体的自由を奪った強制的な供述（Y1らの主張）ではない，しかし，

供述内容は Y1らの犯罪行為に関する公益事実で，証拠としての重要性も非

常に大きいとして証拠採用，同テープに基づき，Y1ら自身も人に衝突した

ことを認識していた，事故の加害車両は被告 Y1運転の車両であったと認定

して，請求をほぼ認容する判決を下した。盛岡地裁は，本件の特異性は，

事故後16年余り経過後に，「被害者の遺族らと全く関係のない一私人の調

査」で「ようやく加害者が突き止められた」点にあると述べており，無断

録音が17年前の迷宮入り事故の解決に光を当てたことを高く評価するとと

もに，Y1らのいう録音者 Cの主観的意図という批判も特には検討していな

い。
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（ 2）しかし，その控訴審・仙台高判昭和62年 7月10日判タ660号190頁は，

Y1らの控訴を認容して，Xの請求を棄却した。仙台高裁は，「各証拠及び認

定事実を総合しても…控訴人 Y1が本件事故を惹起したとの主張事実を認め

ることはできない」，カッコ書きながら，「（却つて Y1らは本件事故と無関

係である。）」とまで強調している。仙台高裁は，まず，Y1らの事故当日の

気候，および事故車両の損傷の程度という「客観的証拠」から 2つの事故

の同一性を認めない。ついで，被告 Y2社と係争関係にあった録音者 Cが，

Y1らの衝突事故のうわさ話から無断録音，Y1らの素朴な人柄に付け込みマ

スコミ待機の前での墓参の誘引まで行わせた，奸策的ともいえる一連の行

為を認定し，検証により Cの誘導的質問に Y1らが不利益にも思える供述

をした無断録音，また Y1らの自白的な供述を聞いたと話す C証言のいず

れも，とうてい信用できないと判断している。仙台高裁の主たる判旨はつ

ぎのとおりである。盛岡地裁が供述内容の公益性を重視したのとは，明ら

かに異なる（（3）の判旨部分）。

（1）Y1らが何ものかに衝突した事故の「時期が本件事故の発生した日に一

致することを客観的に認めるに足る証拠はない」。（ア）死亡事故の発生した

「昭和39年 1 月29日は岩手，宮城両県」とも相当量の降雪，積雪があり，「事故現場

においても相当多量の降雪ひいては積雪」が認められる。もし Y1が同日に自動車を

運転し，釜石市・泉市間を往復したとするなら，「タイヤにチェーンを巻くとかある

いは少なくともスノータイヤを用い」たことが当然考えられるが，Y1運転の「自動

車が雪に備えて運行したことを認めるに足る証拠は全くなく」，Y1らの各供述による

と，「同人らが自動車を走らせた日は路上には雪はなかつたことが認められ」る。

（イ）当日予定した Y3宅での工事も，訴外 Bらの証言，反訳書等を検討しても，順

調にすすみ終了したと推認される。（ウ）そうすると，Y1の衝突時期は，確定はでき

ないが，少なくとも死亡事故の発生した昭和39年 1月29日であつたと断定できない。

（2）また被害者の傷害の部位程度と Y1の事故により自動車の破損状況との

関係からみても，Y1車が死亡事故を惹起したと認めることは極めて困難で

ある。（ア）被害者の解剖所見に関する医師の事故当時の「鑑定書」によれば，自
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動車の前方部が全般にわたり被害者に激突強打しその殆ど全身（ただし主に左側半

身）に損傷を与えており，その「傷害の部位程度によれば当然衝突した自動車に対

してもかなりの破損あるいは凹損を与えるなど顕著な事故の痕跡を残したであろう

ことは推測するに難くない」。（イ）しかし，Y1の自動車の損傷は「前照灯の一個の

ガラス部分の中央部のわずかな破損にとどまり，他に破損等の発生したこと（ある

いは破損等は生じたが人目につかぬうちに修復してしまつたことなど）を窺わせる

に足りる証拠はな」い。

（3）Y1らから，その運行自動車による事故の惹起を認める趣旨の話を聞い

たとの証人 Cの証言について，（ア）Y1および Aの（訴訟で否認する）各

供述に照らし直ちには採用しがたく，録音テープ，反訳文は，録音が Y1，

Aの承諾なく，秘匿して録音がされた点で，証拠の適格性に疑問の余地が

ないでもない。（イ）その発言（記載）内容自体は，Y1らの主張事実を積

極的に肯定せず，否定も肯定もあいまいであり，これらはすべて Cの積極

消極両面にわたる誘導あるいは誤導尋問に誘発されてなされ，あるいは Y1

らを暗示にかけながら有無をいわさず質問を肯定させる類のものであるこ

とは，テープの検証結果等により明らかであり，Xらの主張事実を認定す

るに足る十分な証拠とはなしがたい。これに加えて，（ウ）証人 Cの独自

内偵や無断録音について，うわさ話の出所やその真偽を裏付けるに足る事

実関係（Y2の出勤簿，休暇届等の確認により，Y1らが出かけたのは事故発

生当日か，釜石に帰った後に自動車の修理の有無，誰がどこをどの程度に

修理したか（けだし，死亡事故のような衝突事故に遭った場合，事故車に

もバンパーの破損等相当の修理を要することは一般の常識だからである。）

を確認せず，「漠然たる見込みやあて推量により Y1らに執拗に接近面談し，

同人らを心理的に追い詰め，自白の追及に専念し，隠し撮りの録音をした」

ことが認められる。これらの点からも訴外 Aらから同人に不利益な陳述を

聞いたという「C証言はとうてい採用できない」。

（4）Y1らの墓参等のいわゆる態度証拠の意味について，これが被控訴人 X

らには「最重要の証拠」であろうが，（ア）通常の感覚からすれば加害者の
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自覚がないまま，涙を流しながら被害者の墓参やその遺族への謝罪をする

ことは考えにくい。（イ）Y1らの各供述に弁論の全趣旨を総合すると，墓

参等はその自由な意思で自発的になされたものではなく，訴外 Cに誘い出

され，Cが事前に手配し待機していた新聞記者やテレビ局のカメラマンの

前に同行され，事の意外さに驚き孤立無援の心情状態になった Y1ら（一緒

の墓参ではなく，期日を変えて一人ずつのやり方）が，異常な精神状況の

もとに Cの暗示的演出におどらされ悔しさも手伝つて涙を流したものであ

る。（ウ）しかも Cは Y2社と対立関係にあり，下手な応対は会社を馘にな

りかねないほどの人物であり，「主体性に乏しい素朴な人間とみられる控訴

人 Y1らが迫真性ある墓参謝罪の態度を示したとしても，それをもつて Y1

が死亡事故を惹起したと推認することはできない」。

（5）以上により，仙台高裁は，Xらの本訴請求は理由がなく棄却を免れな

いとする。無断録音テープに面して，第一審がその内容から17年前のひき

逃げ事故の重要な証拠と位置づけたのに対し，仙台高裁の非常に慎重な証

拠調べがうかがえる。同高裁は，客観的証拠から両事件の無関係を認定し，

同録音が取得された背景事情，被告 Y2社と訴外 Cの係争関係，また録音

テープを自ら検証して，Cの誘導的尋問の結果と認定し，その信用性を否

定する。こうした Cの当該行為に対しては，Y1らはその社会的評価を低下

させたものとして，名誉棄損による損害賠償請求（民709条）ができるとし

ても27)，救済としては迂遠に感ずる。また同高裁は証拠排除をしていない

が，信用性がすでに判断できた事案であるという点では，前掲・東京地裁

平成24年の扱いと共通性が認められる。

27） 佃克彦『名誉棄損の法律実務［第 3版］』 4頁以下（弘文堂，2017年）など参
照。
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2　労 働 事 件

（ 1）原告・元従業員による被告・会社の内部資料の取得

　いずれも基本事件は労働者側からの賃金等請求訴訟28) であり，原告・元

従業員が被告会社の内部資料を取得した事案である。

（1）東京地判令和元年 7月24日判タ1418号178頁，労判ジャーナル93号28

頁，労経速2401号19頁（新栄不動産ビジネス事件）　　原告ら 2名（X1，X2）

は被告 Y社（建物の総合管理等の業務）の元・正社員であるが，Y社と業務委託契

約をした訴外 F社の運営するホテルで，Y社の就業規則とは異なる始業・就業時刻

による勤務シフト表（勤務時間帯により 3シフト）に基づき設備管理業務等に従事

していた。Xらは，Y社に対し，各シフトの休憩時間，Bシフト（午後 9時から翌

朝 9時まで勤務）の仮眠時間はいずれも労働時間に当たるとして，請求期間（平成

26年 7 月から平成28年 7 月まで）における，その時間外労働に係る賃金の支払い請

求訴訟を提起，その証拠として設備管理作業日報（以下，「日報」という。）を提出

した。日報は，ホテルの要請により，従業員の勤務状況，日時点検の記録，外部業

者による作業内容・時間等を記録するため，Bシフトの勤務担当者が作成，翌日の

Aシフト勤務担当者に引き継がれ，その外部業者作業欄には，当日の外部業者の作

業予定，予定外の実施作業については，外部業者名と作業時間等が記載される。日

報はホテルが管理していたが，原告 X2が，本訴訟に利用するため，許可なく持ち出

した。Y社は，日報は許可なく違法に持ち出されたもので，証拠能力を否定される

べきであり，また Xらによる改ざんの可能性があり，その内容は信用性がないと主

張する。

　（ア）東京地裁は，（a）日報の「証拠能力及び信用性」という小見出しの

もと，X2の持出し行為自体は，Y社・F社間の「業務委託契約の守秘義務

28） 白石哲編著『労働関係訴訟の実務』52頁以下〔藤井聖悟〕，67頁以下〔武智舞
子〕（商事法務，2012年）参照。また労働訴訟全般については，山口幸雄・三代川
三千代・難波孝一『労働事件審理ノート』1頁以下（判タ社，2005年），佐々木宗
啓ほか編『類型別　労働関係訴訟の実務』1頁以下（青林，2017年），門口正人・
江原健志・西村康一郎「労働訴訟」門口正人編『裁判官に聴く民事裁判の実際と
要点』244頁以下（有斐閣，2019年）など参照。
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条項（18条）に抵触し得る」が，「Xらが仮眠時間に労務を提供していた事

実を立証するに当たり，日報は欠くことができないものであり，被告提出

の「クレーム表（「施設管理依頼事項受付及び処置記録表」）」（乙 5）は，

請求期間の最終月分しか存在していないことも考慮すると，日報の証拠価

値は高い。その取得経緯や態様に照らせば，X2の行為が訴訟法上の信義則

に反するものであって，違法収集証拠に当たるとして，その証拠能力を否

定すべき事情があるとまではいえない」とする。また改ざんのおそれ等は，

「いずれも抽象的なものにとどまり，日報の信用性を否定すべき具体的な事

情とまで評価」できないとする。

　（b）同地裁は，Bシフトの仮眠時間の労働性（争点 2）について，日報

の記載内容に基づいて，仮眠時間帯（午前 0時から午前 6時）の外部業者

の訪問状況および作業内容を具体的に認定し，その実作業の状況や頻度等

に照らせば，Xらはホテルに対し，労働契約上の役務提供を義務付けられ，

Y社の指揮命令に置かれていたと評価するのが相当と判断する。そして同

地裁は，Xらの請求を一部認容する判決を下した29)。

　（イ）労働契約上の中核的義務は，労働契約の趣旨および内容に従った労

務提供義務（労働義務）であり30)，本件のような訴訟では，一般に原告の

労働者側は雇用契約書，就業規則（甲の 1， 2， 3），賃金額を証する書

証，就労を証する書証等の基本的書証の早期の提出が求められるが31)，本

訴原告らは，仮眠時間中において労働契約に服した労働状態とその具体的

内容の証拠として，ホテル内に保管された本件日報を持ち出し，証拠提出

したものである。

　（a）同地裁は，争点 2の「仮眠時間の労働時間性判断」について，最高

裁判例に従って，（ⅰ）労基法32条の労働時間とは，「労働者が使用者の指

29） 門口ほか・前掲書250頁，藤井聖悟「残業代請求事件の実務（上），（中），（下）」
判タ1365号 4 頁，1366号24頁，1367号59頁など参照。
30） 大江忠『要件事実労働法』51頁（第一法規，2003年）。
31） 山口ほか・前掲書86頁，113頁。
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揮命令下に置かれている時間」をいい，実作業に従事していない仮眠時間

（「不活動仮眠時間」）がそれに該当するかは，「労働者が不活動仮眠時間に

おいて使用者の指揮命令下に置かれていたものと評価」できるかにより客

観的に定まる（最判平成12年 3月 9日民集54巻 3号801頁）。（ⅱ）そして同

時間に労働者が実作業に従事していないというだけでは，使用者の指揮命

令下からの離脱とはいえず，「当該時間に労働者が労働から離れることを保

障されていて初めて」そのように評価できる。したがって，「不活動仮眠時

間であっても労働からの解放が保障されていない場合」には労基法上の労

働時間に当たり，「当該時間において労働契約上の役務の提供が義務付けら

れていると評価される場合には…労働者は使用者の指揮命令下に置かれて

いる」（最判平成14年 2 月28日民集56巻 2 号361頁）とする。

　（b）これを本件で検討して，同地裁は（ⅰ）まず「仮眠室の状況」を具

体的に認定して，仮眠室である中央監視室および蓄電池室のいずれにおい

も，労働から完全に解放されていたと評価できない状況にあったとみる。

（ⅱ）つぎに被告 Y社提出の「施設管理依頼事項受付及び処置記録表」（乙

5号証），および原告提出の「日報」（甲10，12，13）からうかがわれる B

シフト勤務担当者の実作業の状況や頻度等に照らして，「Xらは Y社・ホテ

ル間の業務委託契約に基づき，Y社従業員として，ホテルに対し，労働契

約上，役務を提供することが義務付けられており，使用者である Y社の指

揮命令下に置かれていたものと評価するのが相当であ」り，「Bシフト勤務

担当者において，外部業者への対応に相応の時間を要し，仮眠時間中にも

そのような事態が発生したであろうことは，合理的に推認できる」という。

（ⅲ）「日報」によれば，仮眠時間中の外部業者の訪問状況（Xらが関与し

ていないものも含む。）は，①平成26年 7月 1日から12月31日までの間の訪

問日数（予定を含む。）は，183日中に少なくとも86日（甲12の 1 ～183），

②平成27年 1月 1日から同年12月31日までの間では，362日中に少なくとも

合計164日（甲12の184～545），③平成28年 1 月 1 日から同年 7月30日まで

の間では，212日中に少なくとも合計106日（甲12の546～757），具体的な業



修道法学　45巻　 2号

（　 ）108360

者名および作業内容がそれぞれ認定できる。しかし，Y社提出の「クレー

ム表」（乙 5）は，請求期間中，最終月分（平28年 7 月 1 日から同月31日）

しかなく（その他の期間は廃棄），4件の作業が記載されているが，外部業

者の記載はない。以上によると，日報が，Y社の仮眠時間中の指揮命令下

で原告らの労働を具体的に明らかにする唯一の証拠であり，証拠の重要性

の判示はないが，Xらの請求を基礎づける重要な証拠として扱われている

ことが明らかである。

　（c）東京地裁は，原告 X2の日報持出し行為を，業務委託契約の守秘義務

条項（18条）の抵触と指摘しても，取得経緯や態様から，証拠能力を否定

すべき事情とまでは認めない。むしろその「信用性」の高い評価に伴なっ

て，要証事実の認定には必要な証拠とみられている。この「証拠能力及び

信用性」という見出しは，千葉地判平成 6 年 1 月26日判タ839号260頁

（エールフランス事件）でもみられる32)。

　（ⅰ）千葉地裁は，「録音テープの証拠能力及び信用性」という小見出しのもとで，

まず証拠能力について，著しく反社会的な方法を用いて収集されたものであるとき

は，それ自体違法の評価を受け，その証拠能力は否定される。各録音テープは相手

方 Yらの同意を得ずに録音されたが，しかし本件の Yらは通常の対話相手ではない

暴力行為者であり，それが職場という密室で行われ，録音はその対抗手段であった。

そのような状況下の暴力行為等を「確たる証拠として残す手段」としては録音が有

効・簡単な方法で，その証拠能力を否定すればYらの違法行為を究明できず，かえっ

て正義に反する。したがって，暴力行為者の同意を得ずに，その状況を録音する行

為は，「著しく反社会的な行為」とはいえず，証拠能力を肯定すべきであるとする。

（ⅱ）ついで「信用性」について，同地裁は，執務中の被告 Yらによる，原告 Xの

32） 原告 Xは被告・Y航空会社の従業員であるが，Y社は経営不振を理由に管理職
を通じて従業員に希望退職を要請，その過程で Xは管理職員から受けたさまざま
な違法行為を理由に，Y社および管理職員 4名に対し損害賠償請求訴訟を提起し
たという基本事件で，Xは被告 Y1らの発言や暴力行為の状況を収めた録音テープ
を証拠提出，Y1らは対話の相手方の同意のない無断録音であり，証拠能力を有し
ないと主張した事案である。
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過激な口調，言葉を録音したとの主張をつぎのように判示して退ける。Xの本人尋

問の結果および検証結果によれば，Xの録音目的は，職場の孤立状況で Yらの暴力

行為の証拠化とともにその牽制にあり，Yらの発言は，仕事とは無関係の侮辱的言

辞であり，Xが Yらを挑発した状況下での録音ではないことを「前提」に証明力を

評価すべきであるとする。そして同地裁は，同証拠等に基づいて Yらの多くの暴力

行為等を認定し，Xの請求を一部認容している。

　（ⅲ）本判決の用いる「証拠能力及び信用性」という概念が，前掲・東京

地判令和元年 7月（新栄不動産ビジネス事件）のような「一体性」の趣旨

か，それとも「連続性」の趣旨かは微妙であるが，用いられた「前提」概

念からは前者と解することもできよう。また同地裁は，明示的ではないが，

昭和52年基準を一部援用して正義を揚げる。しかし，この事件のように相

手方に「著しい反社会性」の認められる事案では，①原告の無断録音を

「正当防衛」とみてその証拠能力を肯定する（名古屋地判平成17年 2月22日

TKC/DB 28101927（出光興産事件）33) 参照），または，②相手方の違法行

為，保護法益は認められない，これに当該証拠の重要性も総合考慮すると

して，証拠採用を導くこともできるのではなかろうか。

（2）東京地判令和 2年 6月11日労判1233号26頁，労経速2431号26頁（AQソ

リューションズ事件）　　X（システムエンジニア）は，被告 Y1社および Y2社

（両社ともコンピューターのソフトウェアの開発業務）による契約期間途中の解除は

無効として，被告 Y1社に対して契約終期までの賃金等の支払い，被告 Y2に対して

も同様の賃金の支払い，両社に違法解雇による慰謝料の支払いを請求したという事

案である。Xは被告 2社との各業務委託契約に基づき就労していたが，直接の契約

33） 被告・電力会社に対する社員からの地位確認等請求訴訟で，原告が被告会社の
所長の机上のファイル内の自己の解雇関係の資料を複写した行為について，裁判
所は，原告は机上の同フラットファイルをたまたま目にし，所内で複写後に机の
上に戻した点で，占有侵害の程度が大きいとはいえず，その資料の内容は，解雇
を含む自らの身分に重大な影響を与える事項が記載されており，その複写は正当
防衛としてやむを得ないとする（名古屋地判平成17年 2月22日 TKC/DB28101927
（出光興産事件））。
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相手 Y1社，役務の提供先 Y2社との各法律関係（争点 1，争点 6），Y1社による契約

解除の有効性（争点 3），違法解雇による不法行為の成立の有無（争点 5）などが争

われた。Xは甲 2号証（Y2社の関係者とのメール），甲 3号証（Y2社内の打合せ議事

録）および甲 7号証（Y2社の関係者とのメール）を証拠提出，これに対し Y2社は，

Xは，Y1社と秘密情報の安全管理に関する覚書，Y2社と機密保持に関する確認書を

それぞれ締結，Y1社は Y2社と機密保持契約書を交わしており，上記証拠はいずれも

機密情報に該当し，無断の複製，持出し，証拠提出は，本件確認書（ 2条， 4条）

の禁止行為に当たり，違法収集証拠であるから証拠能力を否定すべきであると主張

した。

　（ア）同地裁は，（a）これらの証拠は，「非公開の情報であり，Xがこれ

らを Y2に無断で複製し，持ち出して証拠提出したことは，本件確認書（Y2

と Xとの間の機密保持に関する確認書）の 2条，4条で禁止された行為に

当たる可能性がある」。（b）しかし，「Xが，これらを複製して持ち出した

のは，Y1から本件解除を受けて，その効力を争う目的であ」り，「Xが持ち

出したものは Y2のソフトウェアや成果物ではなく，その作成過程の作業内

容や情報交換の記録であり，機密として保護すべき価値が高いとはいえな

い」。（c）他方で，「Xが Y2の指揮命令下に置かれていた事実等を立証する

に当たり，これらの証拠は必要不可欠であって，証拠としての価値は極め

て高いことからすれば，これらの証拠を採用することが訴訟法上の信義則

に反するとまではいえ」ず，その証拠能力を否定して証拠排除すべきとは

いえないとする。（d）そして同地裁は，これらの証拠に基づき，Y1社との

契約の性質は，Xを月額60万円で雇用し，その雇用関係の下に，Y2社の指

揮命令を受けて，同社のために Xを労働に従事させる労働者派遣の労働契

約であり，Y1社代表者は Xの作業内容に関心はなく，Xは Y2社の指揮命令

下に置かれ，Y2社のために労働に従事していたと認定して，Xの請求を一

部認容する判決を下した34)。

34） 本件について，桑村裕美子・判批・ジュリ1562号130頁参照。
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　（イ）本判決は，前掲・東京地判令和元年 7 月（新栄不動産ビジネス事

件）と同じ考え方をとる。（a）では Xの情報持出しは，Y2社との関係で禁

止行為の該当性を認めるが，（b）では持出し行為の目的は Y1社による契約

の途中解除の効力を争うためであり，権利行使のための準備行為とみたも

のと解される。これに対し，Xが持ち出した当該証拠の機密情報としての

要保護性は高くないとして，Y2社の法益への重大な影響はないとみる。そ

して（c）では，Y2社の指揮命令下での就労という中心的争点（争点 1，

6）の立証にとって，当該証拠は不可欠であり，その証拠価値は極めて高

いとしている。ここから，当該証拠に基づいて Xの Y1および Y2両社との

労働契約が性質決定され，Xの請求認容判決が導かれている。

（ 2）被告側による無断録音および動画撮影

（1）東京地判平成30年 6月28日労判ジャーナル82号54頁（学校法人明治学

院事件）　被告 Y大学の教授であった原告 Xが，Yの解雇（主位的に懲戒解雇，予

備的に普通解雇）に対し，労働契約上の権利を有する地位確認請求，未払給与の支

払い請求とともに，別途，解雇やその過程で Yが Xの授業内容を無断録音し，人格

権を侵害され多大な精神的苦痛を被ったと主張して慰謝料等を請求した事件である。

Yは懲戒事由（就業規則31条（1），（2）），普通解雇事由として，Xのさまざまな発

言・行動を指摘する。

Yによる Xの授業の無断録音（横浜校舎，平成27年 4月13日）が本件に発展した。

Y大学では平成27年度春学期より全学共通科目で，学生が一定数をこえる場合に，抽

選による履修者制限措置の実施を決定していたが（平26年11月19日開催の機構会議），

Xはすでに平成22年度頃から試行されてきた同措置に一貫して反対していた。そし

て平成27年 4 月10日の第一回授業（白金校舎）で，Xは同措置には反対であり，抽

選に落ちた者は，自分でまたは保護者から教務課（横浜校舎）にクレームをして交

渉を促す発言を授業で行った。その結果，教務課に学生が訪れ，業務に障害が生じ

た。授業の録音は同月13日の横浜校舎の授業で行われたが，Xは再び同様の発言を

行い，また大学教員として不適切な内容の発言も行った（判決「別紙」）。Yによる

と，当該録音は，指名を受けた教職員が，騒がしい教室内で Xの発言を聞き逃さな
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いためスマートフォンで行ったが，録音の対象は，履修希望の学生に対するガイダ

ンス部分だけであると主張する。Xの発言に対する学内調査委員会で，Xは A教授

から授業録音の存在を告げられたが，Xの提示要求に対し A教授および Yは拒絶，

Xは 7月の授業アンケートで同措置の賛否を学生に尋ね，12月に「厳重注意」を受

けた後，Xはテスト用紙に欄外記載を設けて，誰が A教授に録音資料を提供したか，

学生にその情報提供を求めた。Yは懲戒事由の第一に Xの当該行為をあげる。これ

に対し Xは，Yが主張する Xの言動等はいずれも事実無根か解雇事由に当たらず，

授業の録音体・反訳書は違法収集証拠であり，人格権を侵害する，また慰謝料請求

については，学問的研究活動を侵害し，自由な教育の機会を奪ったと主張した。

　（ア）同地裁は，（a）本件録音行為は Xに告知なく行われたが，教養教

学センター長らは，Xが 4月10日の授業で抽選に外れても追加履修を認め

る旨発言し，複数の学生が教務課を訪れ業務に混乱が生じ，またガイダン

ス資料でも横浜教務課へのクレームを呼び掛けていたため，Xのガイダン

スを確認する必要があると判断したものである。Xの言動は Y大学の方針

に反し，学生に混乱を招き，大学業務を妨害しかねず，センター長らの判

断に「不当な目的や動機があった」とはいえない。（b）教職員は，横浜校

舎の教室が騒がしく「Xによるガイダンスの内容を聞き逃さないために，

持参していたスマートフォンを用いて本件録音行為を行った」が，このよ

うな経緯に照らすと，本件録音行為は「やむを得ない」し，（以下カッコ書

きで，）Y大学では無断の授業録音は慣例的で，本件も計画的であったとい

う Xの主張は，それを認めるに足りる的確な証拠はないという。（c）そし

て録音対象は，「横浜校舎における初回の授業」の「ガイダンスの部分」に

限られ，「履修登録をした特定の学生に対して行った講義そのものではな」

い。（d）以上の事情のほかに，同地裁は，争点を検討するに当たり本件録

音体等の「証拠価値が高い」ことをも併せて考慮して，Yの録音体等の証

拠提出が訴訟法上の信義則（民訴 2条）に反し，許されないということは

できないとする。

　（イ）同地裁は A教授を名指してテスト用紙による情報収集をした行為
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を懲戒事由（就業規則第31条（2）「人格を傷つけ，就労環境を悪化させた

行為」）と認め，また教授会要請に応じなかった Xの行為も懲戒事由（同

規則31条（1）「職務上の義務違反」）と認めた。しかし，Yが授業録音に

至った経緯を説明していないなど Xに酌むべき事情をあげて，Yが最も重

い懲戒解雇を選択したことは，「客観的に合理的な理由を欠き，社会通念上

相当であるとは認められない場合に当た」り，懲戒解雇は懲戒権の濫用と

して無効とした（労契法15条）。また普通解雇について，同地裁は，Xには

大学教授ないし教員として不適切な言動が多々散見され（教職員への非礼

な言動 2件，学生に対する不適切な対応・言動 5件），普通解雇事由（同規

則26条 1 項（2）「業務に必要な適応性・適格性を欠き，職務に適さない」）

の判断は不当と解されないが，Xに一定程度の改善もみられ，履修者制限

措置についても，関係教員への Yの説明・意見聴取は十分といえないなど

指摘し，無効（労契法16条）とした35)。本件録音体の「高い証拠価値」は，

それ単独ではないが，中心的争点である，Y主張の解雇事由の不存在の認

定にあたり，重要な証拠として扱われている。

　（ウ）これに対し，無断録音等を理由とする慰謝料請求については，同地

裁は，解雇事由の大半でその事実関係が認められ，不当な動機や目的によ

る解雇ではないとする。そして，「Xの研究や教育の具体的な内容を把握す

る」目的とは認められず，録音行為は，「Yの使用者としての地位に基づい

て認められる本件大学の管理運営のための権限の範囲内において適法に行

われたもの」で，「不当な支配」（教基10条 1 項）に当たるとはいえず，X

に教授の自由が保障されていることを考慮しても，「Xの学問的研究活動を

侵害し，自由な教育の機会を奪うものとして，その人格権を侵害する」と

はいえず，慰謝料請求は理由がないとする。録音体は，X主張の請求原因

35） 懲戒解雇および普通解雇について，菅野和夫『労働法〔第12版〕』700頁以下，
775頁以下（弘文堂，2019年），荒木尚志『労働法〔第 4版〕』314頁以下，492頁以
下（有斐閣，2020年），白石編著・前掲書265頁以下〔伊良原恵吾〕，339頁以下〔三
浦隆志〕，佐々木宗啓・清水響・𠮷田徹ほか編『類型別労働関係訴訟の実務』251
頁〔堀田秀一〕（青林，2017年）など参照。
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の不存在を認定するための重要証拠として機能していることが認められる

が，この点は，前掲・解雇事由の裁量的判断における扱いとは異なる。

　（エ）Yによれば，学務対策としての無断録音であったが，それが双方の

対立の激化につながり，Xの懲戒解雇手続で用いられ，さらに Xの本訴に

対する Yの防御手段として証拠提出されている。（a）本件に類似した大学

の懲戒解雇の先例としては，東京地判平成25年 2 月14日 TKC/DB 

255003261（学校法人帝京大学事件），（ただし，無断録音行為に対する損害

賠償請求はされていない。）がある。この判決は，原告・元教授の「およそ

学問の自由の範疇にはない」さまざまな問題発言や行動（学生を馬鹿にし

た発言，他の教職員を批判し Yへの不満の発言）を認定して，被告大学の

録音行為は，原告が「本来の授業」を実施しているか，その「改善度合い

を調査する」という大学設置者としての正当な目的によるものであるとし

て，違法収集証拠の批判を退け，原告の請求も棄却している。平成25年判

決では原告が被告大学職員の存在を認めている点に違いはあるが，平成30

年判決の方がより複眼的な考慮事由をあげている。（b）同じく労働事件

（地位保全仮処分申請事件）であるが，被申請人・高等学校の校長が申請

人・元教諭の一定期間内の授業を「すべて」無断録音して解雇した事案に

おいて，東京地判は，取得された授業内容に基づく解雇は「不当な支配」

（教基10条 1項）に該当し，権利濫用として許されないとした（東京地判昭

和47年 3 月31日 TKC/DB 27681791（学校法人目黒高校事件））。東京地判

平成30年の横浜教室での X発言の確認行為は，それまでの経緯を考慮した

計画的なものとも思われるが，スマホ録音は喧騒の教室内でのいわば緊急

避難的なものとみて Yに有利に認定し，また履修登録した学生への講義の

内容ではなく，受講希望学生へのガイダンスに限定した録音であるとして，

上記の評価になったものと解される。

　（オ）訴訟外の違法な証拠収集による損害に対しては，実体法上の救済方

法を別に認めるというのが判例であり（前掲・名古屋高判昭和56年 2 月），
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学説も同様である36)。損害賠償請求の認容例としては，原告・元夫の元妻

に対する不貞慰謝料請求訴訟で，元夫は元妻の携帯電話の着信履歴，写真

を暴力（顔面殴打，右第 9肋骨骨折）で取り上げて取得，証拠提出した事

案で，元妻の反訴・損害賠償請求の一部が認容されている（前掲・東京地

判平成27年 9 月16日 TKC/DB 25531786）。本件元夫も，前掲・千葉地判平

成 6年（エールフランス事件）の組合幹部と同様に，暴力当事者であるが，

その提出証拠は違法収集証拠と認められず，その請求も一部ではあるが，

認容されている。元妻の反訴請求も認容されてはいるが，元夫の収集行為

に対する「著しい反社会的手段」の適用は緩やか過ぎるように思われる。

　（2）津地判平成21年 3月26日 TKC/DB 25566158（救済命令取消請求事

件）　　三重一般労働組合は，X社（労働者派遣業務）で就労していたその組合員・

A家族（日系ブラジル人家族で A・B夫婦，子 C）への賃金不払い等について団体

交渉を申し入れたが，X社が応じないため，三重県労働委員会に不当労働行為救済

を申し立て，同地労委は救済命令を発した。X社が命令は違法として，Y（三重県）

に対しその取消しを求め，M（三重一般労働組合）は Y側に補助参加して，X事務

所内で代表者 X2の言動を他の組合員がビデオ撮影したものを証拠提出した。同証拠

は，A家族の給与明細を受領するため，Cが組合書記長 Dと X事務所を訪れた際に

撮影したものであり，Mは，同日の代表者の言動は不当労働行為と主張した。これ

に対し X2は，ビデオ撮影は法律違反と警告し，その中止を求め，CとD以外の組合

員の退去を求めたにもかかわらず，事務所内を無断撮影したもので，著しく反社会

的な手段によるものであるから，違法収集証拠で証拠能力はないと主張した。

　（ア）津地裁は，東京高判昭和52年および盛岡地判昭和59年を引用，主に

盛岡地判に則して総合考慮による採否基準を述べている。すなわち，（a）

公平の原則に照らし，違法な手段方法によって入手した証拠を事実認定の

資料に供することが著しく信義に反すると認められる場合，その証拠能力

は否定されるべきである。しかし，真実発見の要請をも考慮すると，一般

36） 田中和夫・判批・民商19巻 3 号74頁，上村・前掲論文387頁など。
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的人格権侵害の事実のみで直ちにその証拠能力を否定するのは妥当とはい

えず，撮影内容自体が個人の秘密として保護に値するか，公共の利益に関

する事実か，当該証拠の重要性等を総合考慮した上で，その証拠能力の有

無を決定するのが相当である。（b）息子 Cおよび組合書記長 Dは，X2か

ら X事務所内に招じ入れられ適法に立ち入っており，証拠の内容は，X2の

言動を撮影したものであるが，X2は撮影に異議を唱えながらも，撮影を承

知の上で行動しており…撮影自体は同人の許可を得ていない点で違法性が

あるが，撮影内容は，そのプライバシーや個人の秘密として保護すべき内

容に当たるとはいえない。（c）他方，X2の言動が不当労働行為に当たるか

否かは本件の争点のひとつであり，その言動を記録した本件証拠の「証拠

としての価値は著しく重要で，他の証拠では代替できない」。したがって，

「これらを総合考慮すると，本件証拠については，未だ証拠能力を否定する

ほどの違法性を有するものとは解することができない」。

　（d）そして同地裁は，当該ビデオ撮影を含めて争点 4を検討する。本訴

では，原告（使用者側）が請求原因として，救済命令の存在およびその違

法性を主張・立証しなければならないのに対し，被告は，抗弁として，労

組法 7条各号本文の不当労働行為の要件事実を主張・立証しなければなら

ない37)。X2は，発言は Cではなく他の組合員に向けたものである，組合員

らはビデオカメラを持参し，無関係者まで引き連れ，同意なく事務所内に

侵入したこと，同日以降の組合活動はエスカレートし，自らの言動は組合

の組織・運営に影響はない，退去要求は私法上の権利行使にすぎない等を

主張した。同地裁は，X2が補助参加人Mに「強請り タカリや」と攻撃し，

また組合員 Cに，Mへの加入を「恥ずかしいやろ」と批判した点は，いず

れも明白に不当労働行為に当たり（労組 7条 3号）38)，同意のないビデオ撮

影であったとしても，上記言動は正当化されないなど具体的に判断して，

37） 大江忠『要件事実労働法』330頁以下（第一法規，2003年）。
38） 不当労働行為については，山川隆一『労働紛争処理法』68頁以下，327頁以下（弘
文堂，2012年），菅野・労働法502頁以下，荒木・労働法661頁以下，748頁以下参照。
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処分行政庁の命令は適法と認め，請求を棄却した。

　（イ）労働事件での無断撮影の裁判例としては，通勤災害の負傷療養受給

者が，被告・国および船橋労働基準監督署長に対し，労災保険休業給付一

部不支給処分の取消請求訴訟を提起した事件で，千葉労働局の職員が偶然

に原告の書店内の行動を認めて，スマートフォンで撮影・その報告書の証

拠採否が争われた。裁判所は，（a）原告は松葉杖に頼らずに歩行し，左足

に体重をかける姿勢で本を探していたことが認められる，自由心証主義の

もとでは証拠能力の制限はないのが原則で，本件動画撮影の状況に照らし，

証拠収集の過程で証拠能力を排除すべき違法性は認められないとする。（b）

そして原告の主張に沿う本人の陳述・供述部分は，医師らの所見に照らし

採用できず，原告提出の診断書等もその状態を認めるに足りるものではな

く，他に原告の主張を認め得る証拠はないとして，その請求は理由がない

とする（東京地判平成27年 6 月 1 日 TKC/DB 25540623（国・船橋労働基

準監督署長（通勤災害）事件））39)。本件の原告は20年間余，通勤災害によ

る労災休業給付を受給しており，本件では，原告の請求期間においての就

労不能状態（労災保険法22条の 2第 1項）が認められるかが争点であった。

当該証拠は裁判所の上記判断を導く重要な証拠になったと思われる。一見，

録画の証明力は録音や文書よりも高いことが予想されるが，各事案におい

て，録画撮影の目的，撮影の必要性や態様，画像の管理などを慎重に見極

めて40)，そのうえで証拠としての重要性について考慮する必要があるよう

39） また，被告・大学病院で左ひざ内側半月板切除手術を受けた元患者が，同病院
に対し診療契約の債務不履行（民415条）を理由に損害賠償請求をした基本事件
で，裁判所は，①原告を撮影した動画には，原告の陳述（一切歩けない，左下肢
はまったく使えない等）とは異なる様子が映り，病院の各診断書の記載内容とも
相当乖離がある，②許可のない撮影であても直ちに証拠能力を欠くとはいえず，
本件の撮影の方法，態様等に照らし，いまだ証拠能力を欠くとまで評価できない
とした。請求は消滅時効により棄却された（東京地判平成26年10月23日 TKC/DB 
2552206）。
40） 以上の要件については，つぎの東京地裁の判決が参考になる。著名事件で知ら
れた Aが，Y1経営のコンビニを訪れたところ，監視カメラで写された挙動映像に →
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に思われる。

3　契 約 事 件　　東京地裁平成30年 1月26日判決 TKC/DB25551623

　原告 X社（情報システムの企画・設定等の業務）は被告 Y社（旅行業，航空券の

販売代理業務）に航空券等の売買取引を継続的に行ったが，代金の一部の支払いが

ないとして，Y社に対し売買契約に基づく代金の支払い，代表者 Y2に対し債務弁済

契約に基づく保証債務の履行を求めた。X社の代表者 X2と被告 Y2は，X事務所で面

談し，未払金の支払予定等について話し合ったが，X2は面談の録音記録を証拠提出，

Y2はそれを違法収集証拠であると争った。

（ 1）東京地裁は，（1）原告代表者 X2および被告代表者 Y2の尋問結果によ

れば，録音について Y2の承諾を得ていなかったことは認められるが，その

他の各証拠を精査しても，その内容からみて「Y2の重大な権利が侵害され

たことまでは認められず」，このほかに，「収集の方法及び態様」，本件にお

ついて，Aの万引きとして報道機関に動画ファイルを提供，Y2（監視カメラに接
続するレコーダーの納入会社）はテレビ番組から DVDを作成，展示会で放映・
配布した。この行為につき，亡 Aの相続人 Xが肖像権およびプライバシー侵害を
理由に損害賠償請求をした事件である。東京地判平成22年 9月27日判タ1343号153
頁は，最高裁判例に従って，①ある者の私生活上の姿を撮影し，それに係る画像
を公表等した場合でも，諸般の事情を総合考慮し，画像を公表等されない利益と
画像を公表等する利益とを比較衡量して，人格的利益およびプライバシー権の侵
害が社会生活上受忍限度内にあると判断される場合などは，不法行為法上違法と
はいえない。②本件監視カメラは「客の上記人格的利益及びプライバシー権が侵
害されるおそれを内包するもので」，それを報道機関に提供して公表等することが
不法行為法上違法といえるか否かは，「撮影の目的，撮影の必要性，撮影の方法及
び撮影された画像の管理方法並びに提供の目的，提供の必要性及び提供の方法等
諸般の事情を総合考慮して，上記姿を撮影され撮影に係る画像を公表等されない
利益と上記姿を撮影し撮影に係る画像を公表等する利益とを比較衡量して，上記
人格的利益及びプライバシー権の侵害が社会生活上受忍限度を超えるものかどう
かを基準にして決すべきである」とする。③そして，「以上の諸事情を総合考慮す
れば」，被告 Y1の撮影は Aの肖像に係る人格的利益およびプライバシー権を侵害
するものとして不法行為法上違法ということはできない，しかし，被告 Y2は自社
製品の販売促進を目的として DVDの放映・配布をしたもので，不法行為法上違
法と認めるのが相当とする。

→



（　 ）

豊田：いわゆる「違法」な収集証拠

119371

ける「証拠としての重要性」等に鑑み，信義則違反と認めるに足りる事情

もなく，本件の裁判資料としてこれらを用いることに支障はないとする。

（2）そして同地裁は，①当該面談録音記録に基づいて，Y2は X2との面談で

多額の赤字が生じており，今後の資金繰りに不安がある旨の指摘を受けて

いた，②また債務弁済契約の締結に当たり，契約書からうかがわれる Y社

の財務状態は十分に認識していたと認定し，仮に Y2が Y社の財務状態につ

いて認識を欠いたとしても，面談内容からすると，そのような認識が X2に

具体的に表示されていたものとも認められないとする。

（3）以上により，同地裁は，Y2の保証債務の範囲の主張，債務保証契約の

錯誤無効また公序良俗違反の無効の各主張等について，「面談録音記録の内

容」からして，いずれも採用できないと判断し，Y2は債務弁済契約に基づ

く保証債務の履行として，Y社と連帯して 2億6,840万余円および遅延損害

金を支払う義務を負うと認め，請求を全部認容する判決を行った。本件は

商取引の場面での無断録音であるが，裁判所は，（2）①，②の複数事項を

考慮して面談録音記録を採用して，それに基づき原告の請求原因事実を認

定している41)。

（ 2）わが国の違法収集証拠は，東京高判昭和52年42) もそうであるが，契

約事件の当事者による無断録音・反訳書の違法性に関して判例上，争われ

てきた（証拠能力を肯定した東京地判昭和46年 4 月26日判時641号81頁43)，

41） 保証債務については，潮見佳男『新債権総論Ⅱ』636頁以下（信山社，2017年）
参照。
42） 住吉博・判批・ジュリ昭和52年度重判解説137頁，春日偉知郎・判批・判タ367
号191頁，小山昇『民訴判例漫策』116頁（判タ社，1982年）など参照。
43） 原告 Xらの訴外・父 Aからの借入金により旅館を再建し，その業務を行って
いた被告 Y1が，被告 Y2（Y1の娘婿）に所有不動産を譲渡した行為につき，Xら
が譲渡行為の取消し，所有権移転登記の抹消登記手続を請求した事件で，裁判所
は，原告側の無断録音・反訳書ついて，会談当事者の意図をあげて，公序良俗違
反，社会通念上不相当とはいえないとする。永井紀昭・判批・判評156号17頁（判
時652号123頁）参照。
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否定した前掲・大分地判昭和46年11月 8 日判時656号82頁44)）。最近の裁判

例でみると，（1）被告 Y社（洗車機の製造販売業務）に対して販売代理店

Xが，Y社製品の供給停止は販売代理店契約の債務不履行を理由に損害賠

償請求訴訟を提起した事件で，X店がボイスレコーダーで訴外 A（元被告

従業員，X店に勤務・退職後に Y社に復職）の会話等を無断録音した事案

で，裁判所は，録音目的は Aの背信的営業の確認であり，レコーダーの設

置場所は Aの私的領域ではなく，Xの営業用車両内であるとして，証拠能

力を否定するには足りないとする。録音の動機は営業秘密の漏洩危惧に

あったと思われるが，判旨は録音目的とともに機器の設置場所に注視して，

違法性を否定する（大阪地判平成29年 7 月20日 TKC /DB 25449020）。（2）

不法行為事件でも無断録音はみられる。被告・Y新聞社に対する読者 Xか

らの損害賠償請求訴訟において，Y社の読者センター担当者が承諾なしの

電話録音ファイルを収集した事案で，裁判所は，企業による架電内容の承

諾なき録音は顧客対応の必要性から一般的なことであり，一般的消費者と

しても容易に想像できるとして，読者は録音を黙示に承諾していた，仮に

承諾がないとしても昭和52年基準によって違法収集証拠とは認められない

とする（東京地判平成28年 7 月20日 TKC/DB 25536576）。

　以上の裁判例によると，無断録音・反訳書の証拠提出は，同意がないこ

とで直ちに証拠能力は否定されない，また録音の目的，場所，会話の形態

や内容が証拠採否にあたり検討されている。そうすると契約事件の無断録

音は，その取得時の違法性が考慮されてきたが，証拠の重要性を説く東京

地判平成30年 1 月はそのなかでは珍しいといえよう。なお，労働事件では

会話の無断録音45) の裁判例はみられない。

44） 原告（旅館女将）が同館に投宿中の賃貸人夫婦に対して貸金債務の不存在確認
を求めた訴訟で，原告の無断録音は相手方の人格権を侵害する不法行為であり，
信義則，公正原則に違反とする。
45） 杉本正樹「団体交渉（2）」渡邊昭・小野寺則夫編『裁判実務大系　第 5巻 労
働訴訟法』450頁，454頁以下（青林，1985年）は団体交渉のテープ録音について
労働者・使用者双方の動機を検討する。
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4　若干の考察

（ 1）「総合考慮」を説く判例は，盛岡地判昭和59年と津地判平成21年，そ

して東京高判平成28年である。他の裁判例は「証拠としての重要性」また

は「証拠価値」とともに，証拠能力を検討する考え方と思われる。

（1）これらの裁判例から認められるのは，当該証拠には，基本事件の請求

権の当否を直接に左右するような働きが期待され，その収集・提出は取得

者の立証の必要に基づく行為であるということであろう。設備管理作業日

報，被告会社社員との議事録やメールの複写，ビデオ撮影，被告会社代表

者との面談録音記録は，それに当たる。これらの当事者の行為を「違法」

な証拠収集というのは，被告側の批判であって，あまり公平とも思えな

い46)。裁判例の多くは，企業秘密（営業秘密）に対する守秘義務違反や，

本人の同意なき録音・撮影についても，その違反を直ちに証拠排除をすべ

きほどの違法行為とはみない。むしろ，当事者の証拠収集は本人自身の，

または自ら関与した労働・業務情報に，その業務の枠内でアクセスした結

果とみるべきものであり，それは訴訟上の権利主張のための収集行為と評

することができる。違法というより，「法律外」または「正規外」の証拠収

集という方が実態に即しているように思える。

（2）Y社の元従業員 Xが，在籍中に Y社の業務範囲に属し，かつ Xの職務

に属する「選択信号方式の設定方式」に関する発明をして，その特許を受

ける権利を Yに承継させたとして，Yに対し，平成16年改正前の特許法旧

旧35条 3 項に基づく「相当の対価」の一部等を請求した職務発明対価請求

訴訟において，東京地裁は，平成26年 6 月26日の判決で，一方で，（ア）X

は特許権の活用に関する Yの社内文書，他社とのライセンス契約の内容を

記載した文書などの写しを書証として提出しており，Yの就業規則・企業

秘密管理規定・秘密保持誓約書による秘密保持義務の違反が認められると

指摘しながらも，他方で，（イ）社内文書は，いずれも XがYにおける「自

46） 谷口教授は，違法の意味を「仮に実体法上違法であるとしても」と評される。
谷口・福永編・注釈民訴法（6）証拠（1）24頁〔谷口〕。
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己の業務に関連して接」し，「その業務の過程で入手し得たもの」で，「営

業秘密」要件（不正競争 2条 6項）を充たすかは必ずしも明らかでない，

（ウ）Xは「社内文書を法律上正当な権利の行使である職務発明対価請求訴

訟の書証として利用しているにすぎ」ず，「使用者側の保有する特許権のラ

イセンス契約等に関する社内文書は，職務発明対価請求訴訟において，一

般的に請求の基礎となる事実関係の解明に重要な書類」である，（エ）企業

と従業員（元従業員）間の職務発明対価請求訴訟において，社内文書の外

部流出は，「閲覧制限」の申立て，当事者間の「秘密保持契約」の締結など

により防げるが，本件 Yは社内文書等を書証として提出することを拒んで

いる，以上の事情をも考慮すると，Xが Y在職中に入手した本件社内文書

を本件訴訟において「自己の有利な証拠」」として用いることは，いまだ

「著しく反社会的」とまで断じることはできないとする（TKC/DB

25446856（リコー職務発明対価請求事件））47)。

　裁判所は，Y社の批判した Xの就業規則違反を認めているが，Xにとっ

ては自身の発明権に係る業務過程での情報取得である。③はそうした実情

を Xに有利に捉えた評価であり，上記「証拠としての重要性」の考慮とも

共通しているように思われる。④については別の機会の検討に委ねざるを

得ない48)。

47） 特許法旧旧35条 3 項は，「従業者等は，契約，勤務規則その他の定により，職
務発明について使用者等に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させ，又は使
用者等のため専用実施権を設定したときは，相当の対価の支払を受ける権利を有
する」，そして 4項は，その「対価の額は，その発明により使用者等が受けるべき
利益の額及びその発明がされるについて使用者等が貢献した程度を考慮して定め
なければならない」と規定していた。職務発明対価請求訴訟について，愛知靖之
ほか『知的財産法』69頁（有斐閣，2018年），石川文夫「産業界におけるライセン
ス契約」財団法人知的財産研究所編『知的財産ライセンス契約の保護』 1頁（雄
松堂，2004年）など参照。本判決について，西岡志貴「リコー職務発明対価請求
事件」リコー職務発明事件 .pdf（niben.jp）参照。
48） 中丸・前掲論文49頁参照，林圭介・判批・リマークス56号114頁など参照。な
お，特許訴訟の証拠収集や課題等については，志賀勝「侵害行為立証の容易化」
牧野利明ほか編集『知的財産訴訟実務大系Ⅲ─著作権法，その他，全体問題』435 →
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（3）これに対して，仙台高判昭和62年や東京地判平成30年 6 月（学校法人

明治学院事件）は，訴訟上の権利行使のための証拠収集というより，別の

目的が先行している事案といえよう。こうした事案では，相手方の保護法

益，証拠としての重要性を考慮する際も，裁判所は，当該証拠に面して，

事件の背景事情も含めた全体の事情，そのなかでの当該証拠の役割や狙い，

双方当事者の対立法益などを慎重に調べることが必要であり，両判決から

も取得行為を超える事情の考慮・判断がうかがえる。東京地判平成24年も，

これを奸策事案（二男の相続財産の独占）とみれば，手法は異なるが，こ

れに属する。このような事案では，昭和52年基準は証拠採否の判定基準と

しては不十分に思われる。

（ 2）参照判例中で労働事件は25件ある49)。そうすると，総合考慮説ないし

「証拠としての重要性」を考慮する裁判例はそれほど多くはない。では，他

の裁判例はどのような採否基準を採用しているのだろうか。

（1）昭和52年基準の「著しい反社会的手段」をあげる裁判例として，（ア）

元従業員が被告・公益財団法人に対し未払い賃金等を請求した事件の控訴

審で，被控訴人・事業所長との事業所面談での無断の会話録音・反訳書の

提出について，控訴人がプライバシー侵害と批判した事案で，裁判所は，

当該録音が「著しく反社会的な手段」を用いてなされたとはいえないとす

る（東京地判令和 3年 9月16日 TKC/DB25590461（東京税務協会事件））。

（イ）また Y社（試薬・化成品等の製造会社）の元従業員 Xが，「ビリルビ

ンの測定方法」に関する発明は Xを発明者とする職務発明であり，その特

許を受ける権利を Y社に譲渡したとして，特許法旧旧35条 3 項に基づき，

Yに対し譲渡に係る「相当の対価」の一部請求をした基本事件（職務発明

対価請求訴訟）において，Y社が他社から実施許諾を得た先例を記載した

Xの証拠（書証）提出に対し，秘密保持誓約書に基づく秘密保持義務違反

頁（青林，2014年），東松修太郎「特許権侵害訴訟における証拠収集手続の立法的
課題」特許研究 Nr.63（2017/3）15頁以下など参照。
49） この件数は，2020年 7 月段階の TKC判例検索に基づいている。

→
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の非難について，裁判所は，著しく反社会的方法による取得とは認められ

ないとする（東京地判平成21年12月25日 TKC/DB 25441704）。

（2）これに対し，昭和52年基準の「修正型」とでもいえようか，「著しい反

社会的手段」の部分は掲げながら，別の考慮事情をさらに加える裁判例が

みられる。（ア）元従業者 Xが被告 Y社（社会医療法人社団）に対し，労

働契約上の地位確認等の請求をした事件で，Xの在職期間中にその業務態

度を同意なく動画撮影した証拠について，裁判所は，①動画の撮影の目的

は，Xの勤務状況や事務部長による面談場面を客観的に記録することであ

り，②撮影の対象は，Xが Yに秘匿していたものでもなく，撮影方法が著

しく反社会的な手段と認めることもできないとする。そして，③当該証拠

等に基づき，Xが勤務時間中に平然と居眠りをしたり，Yの注意・指導を

無視して新聞・雑誌等の閲読を続けていたことは明らかであると認定して，

Yの解雇は客観的に合理的な理由があり，社会通念上も相当であったと認

め，有効とする（東京地判平成31年 3 月26日 TKC /DB 25563288）。

　（イ）また被告 Y社（建築設計業務の有限会社）の元従業員 Xが貸金返

還，割増賃金，立替金等の請求をした基本事件において，裁判所は，①銀

行 2行の普通預金口座の預金通帳，Y社の就業規則，Xのタイムカードの

各写しは，経理業務を担当した Xが，将来の紛争に備え，在職中に写しを

作成したものであり，② 1行の預金口座の入金・振込送金の各利用明細表，

経費精算書等の原本または写しは，同じく Xが，将来の紛争に備え，退職

時に持ち出したものであって，著しく反社会的な手段を用いた証拠収集と

までは認められないとする（東京地判平成29年 1 月27日 TKC /DB 

25545213）。Xの経理担当者という職務内容を考えて，Y社の資産情報への

「近さ」が証拠能力の肯定判断を導いている50)。将来の紛争とは，本訴を指

50） 昭和52年基準の引用はないが，同様の視点はつぎの判例でもみられる。被告 Y
公益社団法人に対する内縁関係の夫の配転命令無効確認等の請求，および内縁妻
Xの精神的苦痛による損害賠償請求という基本事件で，Y法人の理事会での夫の
配転命令に関する協議内容の録音テープを Xが持出し，反訳文を証拠提出した事
案で，裁判所は，Xは Y法人の事務分掌に基づき，テープから議事録を作成する →
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す。

　（ウ）これに対し，宇都宮地判令和 2年 6 月 5 日 TKC/DB25591516（エ

イシントラスト代表取締役事件）は，昭和52年基準の修正型というより，

総合考慮すべき一事項として同基準をあげている。被告 Y社（トラック輸

送業務）に対し，元運転手 Xが割増賃金相当額の損害賠償請求を提起した

事件であるが，本訴は，前訴・割増賃金請求訴訟で Xの勝訴判決が確定し

たが，Y社がそれに従わなかったため，再度提起されたという事情がある。

Xは Y社に保存された運転日報をコピーして証拠提出，Y社は不正な情報

アクセスであり，窃盗行為と非難した。裁判所は，（a）運転日報のコピー

について，Y社の代表者らから注意や禁止は受けなかった。運転日報のデー

タや印刷物が Y社で厳重に管理されていた形跡はない。（b）運転日報は X

の乗務状況の客観的記録であり，Xの閲覧・保存が直ちに Y社に特段の影

響を与えることはないし，第三者に漏洩しても Y社が大きな損害を被る可

能性も高くない。日報には乗務態様の 5段階評価と運転者へのコメントの

欄があり，運転手の閲覧を前提にしているとも考えられる。（c）トラック

運転手という業務の性質上，運転日報によらなければ，後日その労働時間

の証明は困難である。（d）Y社では割増賃金が支払われてなく，Xがその

労務管理に疑問を抱くこともやむを得ない状況であった。（e）Xが勤務時

間中に運転日報をコピーしたとしても，「著しく反社会的な手段」による証

拠収集とまで認めることはできず，他に，その証拠採用が信義則違反で許

されないとする特段の事情を認めるに足りる的確な証拠はないとする。

　同判決は，（a）では証拠取得の方法と Y社の管理状況，（b），（c）では

日報の証拠としての価値，Y社の法益への影響，（d）では Xの動機を考慮

事情としてあげ，さらに（e）では昭和52年基準を適用しているが，（e）は

（a）や（b）と重なるようにも思われる。

事務を担当しており，当該情報の存在・内容を当然知りうる立場にあり，Xの行
為は就業規則違反にすぎないとして，反訳文の証拠採用を認めた（松江地判平成
30年 6月25日労判ジャーナル79号 8頁（公益社団法人島根県水産振興協会事件））。

→
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　（エ）このほか，被告会社 3社（大手ゼネコン，子会社等）に対する，そ

の 1社の元従業員からの地位確認等請求訴訟で，原告が作業所で就労中に，

共有フォルダ内の PDF形式のファイルから取得した証拠について，裁判所

は，被告会社のパソコン利用のセキュリティ誓約書違反を認めながら，作

業所勤務者なら誰でも見ることができる，またデータの管理，保存状況か

らして，別途債務不履行責任の余地を指摘したうえで，証拠排除とまでは

いえないとする（大阪地判令和 4 年 3 月30日 TKC/DB 25592147（竹中工

務店ほか 2社事件））。また違法行為を認定するための「証拠」がないとす

る裁判例がある51)。

　（オ）以上によると，労働事件では昭和52年基準とともに，その修正型も

いまや有力である。修正型が，総合考慮説とその適用においてどのような

違いを生ずるかは，なお検討を要するが，証拠収集の局面の違法性だけで

なく，証拠利用の局面での当該証拠の情報価値や双方当事者の法益をも考

慮する方向であれば，両説の違いは大きくないかもしれない（東京地判平

成26年 6月（リコー職務発明対価請求事件），宇都宮地判令和 2年 6月（エ

イシントラスト代表取締役事件）を参照）。また労働者が業務過程で自ら収

集した証拠について，それを違法収集証拠と判定し得る違法性は認定され

ていない。

（ 3）冒頭で「正規」の証拠収集手続との何らかの影響の可能性を指摘した

が，提訴前の証拠収集手続や当事者照会は措くとして，文書提出命令（民

51） ①被告会社（医師等の職業紹介・派遣事業）に対する元従業員の損害賠償請求
訴訟で，被告代表者，上司らとの会話の無断録音・反訳書を原告が提出した事案
で，裁判所は，上司の土下座の強要は会話からうかがえるが，その時期，場所，
経緯，態様，周囲の状況等を明らかにする具体的証拠がなく，違法行為を認定で
きないとする（東京地判平成27年 1 月15日 TKC/DB25505704（MRT事件））。②
また株式会社の代表取締役が被告（同社の元事業部統括責任者）に対して名誉棄
損による損害賠償請求訴訟を提起，被告が，同社の匿名従業員の協力を得て取得
したとする，原告の違法行為を示す同社の内部文書を提出した事案で，裁判所は，
違法手段で入手したことを認めるに足りる証拠はないとする（東京地判平成28年
8 月22日 TKC/DB 25536896（リンクスタッフ社事件））。
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訴220条 4 号）に関する若干の判例を一瞥する52)。

（1）東京高判平成28年は私立大学のパワハラ事件であったが，国立大学内でのアカ

ハラ被害による国立大学法人に対する損害賠償請求訴訟で，原告らが民訴法220条 4

号の文書， 3号後段の文書（法律関係文書）に基づき国立大学法人の保有する大学

のハラスメント対策委員会，同調査委員会の調査報告書，ヒアリング記録，議事録

について提出命令を申し立てた事案で，原審はその一部を除き各文書の提出を命じ

た53)。最決平成25年12月19日民集67巻 9 号1938頁（国立大学法人茨城大学（文書提

出命令）事件）は，（ア）国立大学法人は，民訴法220条 4 号ニかっこ書にいう「国

又は地方公共団体」に準ずるものと解され，同法人が所持し，その役員または職員

が組織的に用いる文書については，同条 4号ニかっこ書が類推適用される，（イ）ま

た同条 4号ロにいう「公務員」には国立大学法人の役員および職員も含まれるとし

て，同法人の抗告を棄却した。これによると，私立大学のパワハラ事件では民訴法

220条 4 号ニ所定の「自己利用文書」が問題になる。

（2）民訴法220条 4 号ニにいう「自己利用文書」については，顧客（相続人）から銀

行に対する損害賠償請求訴訟で，顧客が民訴法220条 3号後段，また同条 4号ハ（現

行は 4号ニ）に基づき銀行の貸出稟議書の提出申立を行った事案で，最決平成11年

11月12日民集53巻 8 号1787頁は，①文書の作成目的，記載内容，現在の所持者の所

持までの経緯，その他の事情から判断して，専ら内部者の利用の目的で作成され，

外部者への開示の予定がなく（内部利用性），②それが開示されると個人のプライバ

52） 垣内秀介「自己使用文書に対する文書提出義務免除の根拠」伊藤眞ほか編『民
事司法の法理と政策　上巻』243頁（商事法務，2014年），長谷部由起子「秘密保
護と文書提出義務」民訴雑誌56号31頁，新堂・民訴法564頁，三木ほか・民訴法
313頁など参照。
53） 原審（東京高決平成24年11月16日）はインカメラ手続を実施して，申立文書の
一部（調査委員会の調査報告書・ヒアリング記録の加害者や学長の発言部分，発
言者が特定されない限り，調査委員会・対策委員会の議事録）について，その提
出を命じている。これは，労災事故の場合の労働基準監督署長が保有する「災害
調査復命書」に関する後掲・最決平成17年10月14日民集59巻 8 号2265頁の判断枠
組みに沿って公務秘密文書性の評価・判断をしたものと解され，最決平成25年も
原決定の判断に許可抗告審で争いうる明らかに不合理といえる特段の事情はない
としている。
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シーの侵害，個人や団体の自由な意思形成の阻害など，所持者に看過し難い不利益

のおそれが認められる場合（不利益性）は，③特段の事情のない限り，自己利用文

書に当たると判示した。これは，民訴法220条 4 号についての一般的準則とみられ

る。

（3）銀行保有の情報に関しては，原告 Xらが訴外 A社への売掛代金債権の回収不能

を理由に，A社のメインバンクの Y銀行に対する損害賠償請求訴訟で，Y銀行の保

有する A社に関する「自己査定資料」について，Xらが提出命令の申立てをした事

案で，最高裁は，（ア）金融機関が顧客の財務状況を分析，評価した情報の記載文書

は金融機関の職業の秘密（民訴197条 1項 3号）に当たるが54)，所持者が文書提出を

拒絶できるのは，記載された職業の秘密が「保護に値する場合」に限られるとする。

（イ）その判断は，情報の内容，性質，開示による所持者の不利益の内容，程度等

と，民事事件の内容，性質，証拠として当該文書を必要とする程度等の比較衡量に

よるとする（最決平成20年11月25日民集62巻10号2507頁）。利益衡量といわれる考え

方である。

（4）労働環境事件では，Y社の女性従業員 Xが違法な男女差別よる昇給の遅れ，賃

金差別等を理由に損害賠償請求を求めた事件で，Xが民訴法220条 4 号に基づき，X

の入社年度の前後 4年間，同じ高専卒入社男性の賃金台帳，労働者名簿，Y社のコ

ンピューターデータ「人事情報」中の「資格歴」，「研修歴」の電子データまたはそ

の印字文書の提出申立てをした事案がある。抗告審の大阪高裁は，最決平成11年を

引用，しかし，（ア）賃金台帳，労働者名簿に関する労基法，同施行規則の趣旨によ

れば，提出により Y社に看過し難い不利益のおそれは認められない，（イ）また資格

履歴等の内容は会社固有の内部情報ではなく，基本的な労働条件をも含む各労働者

54） 遺留分減殺請求訴訟の原告らが，被告の取引金融機関である信用金庫に対し，
その取引履歴が記載された「取引明細表」の提出命令を申し立てた事案で，最高
裁は，金融機関が訴外・第三者として開示を求められた顧客情報について，顧客
自身が民事訴訟の当事者として開示義務を負う場合，顧客は金融機関の守秘義務
によって保護されるべき正当な利益を有さず，金融機関は顧客情報を開示しても
守秘義務には違反しない。取引明細書の情報は，職業の秘密（民訴197条 1 項 3
号）として保護されないとする（最決平成19年12月11日民集61巻 9 号3364頁）。
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に帰属する個人情報であり，専ら内部者の利用目的で作成された文書ではないし，

人事管理決定後の職位，研修歴の記載は，人事管理上の意思形成を妨げ，看過し難

い不利益のおそれは認めがたいとする。（ウ）そして基本事件の訴訟類型において，

資格履歴等につき第三者のプライバシシーを開示する側面はあるが，「訴訟当事者に

とって立証上不可欠な証拠資料であ」り，文書を開示すべき特別の事情があるとす

る（大阪高決平成17年 4月12日労判894号14頁（藤沢薬品工業（賃金台帳等文書提出

命令）事件））55)。

（5）労災事故による損害賠償請求訴訟で，原告が労働基準監督署の保有する「災害

調査復命書」の提出命令を申し立てた事案で，最高裁は，（ア）公務員の職務上の秘

密（民訴220条 4号ロ）とは，公務員が職務上知り得た非公知の事項で，実質的にも

それを秘密として保護するに値すると認められるものをいうとし，公務員が職務遂

行上知った私人の秘密で，訴訟で公にされると，私人との信頼関係が損なわれ，公

正・円滑な公務運営に支障を来す文書は提出できないとする。（イ）またその提出に

より公益を害し，または公務遂行に著しい支障を生ずるおそれがある文書（同条 4

号ロ）については，記載内容からそれが具体的に認められる場合であり，本件文書

には，（a）調査担当者が職務上知った，事業者の私的情報部分と，（b）調査担当者

の意見等の行政内部の意思形成過程の情報部分とが含まれており，いずれも公務員

の職務上の秘密に関する文書である。しかし前者の情報部分は，聴取内容そのまま

の記載はなく，聴取内容を取捨選択し分析評価と一体化させた記載であり，調査担

55） 大阪高決平成17年について，名古道功「労働事件と文書提出命令 :二つの判例
を中心にして」金沢49巻 2 号 1 頁参照。また原告・女性従業員 Xが被告・Y社の
男女賃金差別等の事実を立証するために民訴法220条 3号後段（法律関係文書）ま
たは同条 4号に基づき賃金台帳の提出申立ての事案で，東京高決平成17年12月28
日労判915号107頁は，男女賃金差別が争われる訴訟では，その事実の存否の立証
のためには，賃金差別を受けていると主張する者と他の比較対象者との間で，担
当職務の内容・経過や賃金水準の推移などを比較することが不可欠であり，比較
対象者の賃金水準の推移を立証するためには，賃金台帳は不可欠な立証方法であ
り，挙証者 X以外の労働者の賃金台帳は 4号所定の法定除外事由にも直接には該
当せず，その限度では挙証者以外の労働者のプライバシーも制約され，文書提出
命令の対象になるとする。同決定について，藤田進太郎・判批・金融・商事判例
1311号144頁参照。
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当者の権限からも，その提出により関係者の信頼を著しく損なったり，以後の調査

で協力が著しく困難になることもないとして，提出義務は認められるとする（最決

平成17年10月14日民集59巻 8 号2265頁）56)。実質秘の考え方である。

（6）介護サービス事業者 X社が同業者である Y社の代表者 A（元 X社取締役）に対

し競業避止義務違反などを理由に損害賠償請求訴訟を提起，Yが作成・所持する

「サービス種類別利用チェックリスト」の提出命令を申し立てた事案で，最高裁は，

（ア）本件リストは，Yが介護給付費等を審査支払機関に請求するために必要な情報

をコンピューターに入力することで自動的に作成され，その内容も，審査支払機関

に伝送される情報から利用者等の個人情報を除いた，伝送情報の請求者側の控えと

いうべき性質のものである。記載内容は第三者への開示が予定されていたものとい

うことができ，民訴法220条 4 号ニ所定の文書には当たらない。（イ）また文書は本

案訴訟で取調べの必要性の高い証拠であり，他方，その提出により Yの業務に与え

る影響はさほど大きなものとはいえず，民訴法220条 4 号ハにも該当しないとする

（最決平成19年 8 月23日判時1985号63頁，判タ1252号163頁）。

（7）これらの裁判例は，民訴法220条 4号の除外事由（ 4号ロ，ハ，ニ）に

関して，申立当事者の書証提出の利益と当該文書の所持者の法益の対立を

扱ったものであり，「正規外」の収集証拠の採否の局面に移植はできない。

しかし，最決平成11年の一般的準則を前提に，裁判例が事案毎に，文書中

の記載情報を分析し，収集当事者と文書所持者の各法益を考慮している点

では，「正規外」の収集証拠を扱う裁判例の傾向を分析する手掛かりにはな

るように思われる。

（a）事件類型という点では，労働事件において昭和52年基準の適用が問題

56） その後の下級審判例において，①労災認定調査の円滑な実施が妨げられるとは
認められず，それはインカメラ手続の結果等によっても確認できるとして，具体
的な公務遂行障害を認めずに一部提出（労働基準監督署が作成・収集した，申立
人からの聴取書・電話聴取書，主治医意見書，診療録等の写しなど）を命じた判
例（東京高決令和 2年10月16日訟月67巻 5 号669頁），②被聴取者の同意なく聴取
書等を書証として利用することによる労災認定調査への著しい支障を認めて，申
立てを却下した判例（大阪高決令和 2年10月23日訟月67巻 5 号690頁）等がある。
訟月67巻 5 号解説〔日野誠二〕参照。
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になったのは，前掲・東京地判平成21年（（ 2）（1）（イ））が最初と思われ

る。従前の判例では，同基準の適用は検討外であったのであろう。しかし，

元来，使用者側への証拠偏在がいわれる労働事件で，労働者がその「壁」

をこえて使用者側の機密情報を取得したような事案においては，労働者が

権利行使のために証拠提出する当該機密情報と，それに対する使用者側の

社内ルール違反の非難に面して，その争いを解決するのに昭和52年基準は

不十分であることが認識されるようになったのではないかと推測される。

解決策は，証拠取得の局面だけでなく，その証拠利用の局面を含めて違法

性を検討し，当該証拠の必要性，重要性までも考慮する，その際に，正規

の証拠収集でもみられる，基本事件の特性を考えて証拠の取得者と保有者

の対立利益を比較衡量する考え方である（労働環境訴訟）。総合考慮説また

は複数事項の考慮は，同じ方向ではないかとみる。

　他方，家庭事件の裁判例も労働事件とほぼ同じ件数（23件）ではあるが，

ここでは昭和52年基準からの離反は，東京地判平成24年を除くと，ほとん

どみられない。家庭事件では特に不貞慰謝料請求訴訟が相当の件数（16件）

を占めている特異性はあるが57)，そこでは原告は被告側の不貞行為・関係

を立証するためにメール・携帯電話の通話情報を取得して，証拠提出する

事案が多い。裁判所は，昭和52年基準または違法性の程度によって，ある

いは，そうした事実を認定し得る証拠がないとして，違法収集証拠ではな

いと判断している58)。相手方はプライバシー侵害を主張するが，それが保

57） 一般にこの種の事件類型は増加傾向にあるといわれるが，ここでもそれが反映
した動きかと思われる。この事件類型の問題全般について，安西二郎「不貞慰謝
料請求事件に関する実務上の諸問題」判タ1278号45頁以下，林田敏幸「不貞慰謝
料請求事件における過失の認定について」判タ1452号 5 頁参照。
58） 不貞慰謝料請求事件では，労働事件の証拠取得の方法とはかなり違いがみられ
る。①相手方の秘密情報は，郵便物の窃取が 1件あった（名古屋地判平成 3年 8
月 9日判時1408号105頁）が，現在はパソコン・スマートフォン等を用いて相手方
の通信情報を取得する方法が多い。裁判所は， 1）昭和52年基準により（東京地
判平成25年 10月 9 日 TKC/DB25515668，同地判令和 2 年 3 月 27日 TKC/
DB25584962），または， 2）違法行為を認める証拠がないとして（東京地判平成 →
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護に値すべき法益とは認めがたいし59)，また当該証拠は不貞行為の立証に

必要かつ重要な証拠であるという考慮があるのであろう。

　違法収集証拠については，違法性の発生に応じた複数の局面からの考察

の必要性がいわれるが60)，もっぱら証拠の取得局面の当該行為を狙った昭

和52年基準は，事案によってはその解決に向かない場合があると考える。

労働事件の動きはそれをうかがわせる。そうすると，証拠採否の基準につ

いては，事件の種類や難易性，当該証拠と争点の解明を考慮して，複数の

基準が用いられている最近の実務は肯定してよいと考える。

（b）労働事件での違法な証拠取得に対する非難は，会社の機密情報に関す

る就業規則・誓約書などの守秘義務違反，一般的人格権またはプライバ

シーの侵害，窃盗行為などが主たるものである。しかし裁判所は，それを

理由として直ちに排除すべき違法証拠と認めない。特に労働者側の証拠情

報との従来の関係や距離，当該証拠の訴訟での必要性や重要性，さらに使

用者側の管理・保管状態などが考慮されて，裁判例では証拠排除はみられ

ない。

　これに対し，非公開原則という手続規範に違反した証拠取得は，それだ

けで高い違法性の非難に値するが，これらの事案では，取得者側に何らか

の悪意またはアンフェアーな思惑がうかがえる。東京高判平成28年の原告

Xは，人事処遇への不満が認められる。ここでは裁判所は比較考量（東京

地判平成24年），または総合考慮（東京高判平成28年）により，当該証拠の

証拠価値を認めず，その請求も認めていない。なお，元妻の大学ノートの

26年 9月18日 TKC/DB25521481，同地判平成28年 5月16日 TKC/DB25534410，同
地判平成30年12月12日 TKC/DB25559508），いずれも証拠能力を肯定する。また，
②相手方会話の無断録音についても，昭和52年基準により（東京地判平成25年 8
月22日 TKC/DB25514248，同地判令和 2年 8月24日 TKC/DB25586012），証拠能
力を認める。さらに，③労働事件ではみられないが，調査会社の調査報告書につ
いて，昭和52年基準によって証拠能力を肯定する（前掲・東京地判平成25年10月，
同地判令和 3年12月 2 日 TKC/DB25602794）。
59） 小山・前掲書126頁。
60） 井上・前掲論文23頁，渡辺・前掲論文176頁，杉山・前掲論文317頁など参照。

→
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窃取，被告代理人による尋問での利用（東京地判平成10年）も，そこに奸

策的態度を認めて，これらの事案と同列におくことができよう。そうする

と，原告・元夫から陳述書という「他の正規の証拠」は提出されており，

裁判所は，被告提出の当該書証をさらに証拠調べする必要はなく，却下で

きると考える。

（c）総合考慮説によって「証拠の重要性」を考慮する場合，裁判例は，証

拠採否にあたり当該証拠の証拠価値を考慮に含めている。ただし，同説を

とらない裁判例にも，同旨を説くものはある61)。もっとも，重要性の意味

については，「原告の立証」にとってのものか（東京地判令和2年 6月（AQ

ソリューシュンズ事件），同地判令和元年 7 月（新栄不動産ビジネス事

件）），それとも「争点の検討」か（東京地判平成30年（学校法人明治学院

事件）は，一致していない。多分に重複するように思われるが，証拠採否

の基準として証拠価値（重要性）の考慮を含めるのであれば，提出者の立

証にとってまずは重要であると意味づけるべきではないかと考える。また

証拠としての重要性が考慮された事案では，その証拠価値の判断はそのま

ま請求の認容または棄却につながる。その意味で，証拠採否のための「証

拠能力及び信用性」という局面は，事実上，訴訟の天王山ともいうべき局

面にもなる。

Ⅳ　お　わ　り　に

　違法収集証拠に関する裁判例において，当事者は，訴訟における立証の

必要から当該証拠を取得したと思われる事案が多いのではないかと感ずる。

証拠偏在がいわれる労働事件の裁判例において，「違法」は使用者側の言い

分であり，原告である労働者にとっては，自らの業務過程で，自身に係る

またはよく通じた情報を保有または取得し，証拠提出した行為に対して，

61） 例えば，原告の勤務状況を客観的に記録した文書（前掲・宇都宮地判令和 2
年），また解雇を含む原告の身分に重大な影響を与える事項が記載されている（前
掲・名古屋地判平成17年）などである。
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「違法」呼ばわりは心外に思われよう。事案の背景を考えて，労働者側の権

利主張に必要な証拠であれば，「正規外」の取得証拠であっても訴訟での利

用を認め，対等な訴訟審理の途を確保する考え方も必要ではないかと考え

る。東京高判平成28年のいう「証拠としての重要性」は，その手掛かりに

なるキーワードではないかと思い，できる限り，当事者，請求内容，問題

となった証拠取得のみならず，相手方の反論，裁判所の採否基準，そして

訴訟結果にも注目して，各事件の考察に努めた。その結果として，違法収

集証拠の利用を制限し，その根拠を考えるという従来の議論はまったく検

討していない62)。杉山教授の「違法収集証拠とどう向き合うか」63)，また梅

本教授の「複線的思考」64)など，それぞれ教えられるところ大であるが，本

稿では総合考慮説または複数事項を考慮する労働事件の裁判例の検討に留

まっている。また90件余に及ぶ裁判例のうち，労働事件を中心とした検討

であり，他の事件（家庭事件，不法行為事件，契約事件）までも含めた考

察をなんとか試みたいと思う。ドイツ法の議論の考察も，準備不足ででき

ていない。限られた枠内ではあるが，本稿で筆者が考えた主たる点はつぎ

のとおりである。

　第一に，東京高判平成28年は，当該無断録音体の証拠能力について，総

合考慮という考え方から，重大な「手続規範」（非公開の手続）の違法性を

認定し，「他の証拠」により当該録音体の証拠価値を認めず，証拠排除をし

たものである。この判旨に賛成したい。採否基準は，同判決の掲げる諸般

の事情の総合考慮によるものとみるべきである。また同判決は，「違法」収

集証拠として，「手続法規」の違反もそれに該当する旨明らかにしたもので

62） 主たる議論については，森勇「民事訴訟における違法収集証拠の取扱い」判タ
507号18頁，春日偉知郎『民事証拠法研究』（有斐閣，1991年），河野憲一郎「違法
収集証拠をめぐる訴訟当事者間の法律関係」立教64号100頁，新堀・前掲論文 1
頁，高田ほか編・前掲書426頁〔名津井〕，このほか論文，民訴法の教科書・コン
メンタールなどを参照させて頂いた。
63） 杉山・前掲論文328頁以下。
64） 梅本・民訴法775頁。
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あり，同旨の先例には東京地判平成24年がある。そのように解した場合，

取得者が正規の証拠収集手続を採らなかった理由も，違法性判断のなかで

考慮すべきことになろう。

　第二に，総合考慮説と思われる裁判例のうち，特に労働事件で示されて

いる，原告・労働者側による被告・会社の秘密情報の証拠取得について，

違法行為を認めても直ちに証拠排除をせず，「証拠としての重要性」を考慮

して，証拠採用を決する考え方は評価してよい。昭和52年基準の修正型を

試みる判例の動きも，注目できる。こうした考え方は正規外の収集証拠で

あっても，それに基づく権利主張を認めようとするものといえる。使用者

側の保有する社内文書は，労働者側の請求の基礎となる事実関係の解明に

重要な書類である（東京地判平成26年 2 月（リコー職務発明対価請求事

件））という認識は重要であろう。

　他方で，証拠取得に奸策的な意図がうかがえる事案は確かに存在し，そ

の取得証拠の利用に対して制限は必要である。こうした事案に対して，判

例（仙台高判昭和62年，東京地判平成24年，東京高判平成28年）は，証拠

能力と証拠価値の問題を「一体型」で審理する方法を示しているものと解

する。

　第三に，労働事件の裁判例では，この種の証拠の採否基準として，東京

高判の昭和52年基準，その修正型，そして総合考慮説（複数事項の考慮を

含む。）などがみられる。しかし家庭事件では昭和52年基準がなお有力であ

る。事案の多様性を考えると，昭和52年基準だけとするのではなく，他の

採否基準も選択的に用いられてよいと考える。最後に，この種の事件の最

近の増加傾向は，情報化社会のなかで人々の証拠情報の収集手段の拡大，

これに労働・家庭事件分野のそれぞれ特徴的な事情・傾向が影響したこと

によるものではないかと推測する。

【追記】

W. B. クリアリー先生のご退職にあたり，まだまだ未熟な内容のもので
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すが，本稿を謹呈させて頂きます。先生の研究室におうかがいして，楽し

いときを過ごさせて頂きました頃が，いまでは懐かしく想い出されます。

先生の今後のいっそうのご健勝，ご活躍を祈念しております。




